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はじめに 

我が国の公立学校施設は、昭和４０年代後半から５０年代にかけて多く建設され、それらの建

物が一斉に更新時期を迎えつつあり、老朽化の波が押し寄せている。学校施設は未来を担う子供

達が集い、学び、生活をする場であるとともに、災害時には避難所としての役割も果たす重要な

施設であり、学校施設の老朽化対策は先送りのできない重要な課題である。 

平成２５年１１月策定された「インフラ長寿命化基本計画」を受けて、文部科学省では平成２

７年３月に「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定し、施設整備の中長期的な取

組の方向性を明らかにした。一方で、各地方公共団体においても整備の基本方針である「公共施

設等総合管理計画」の策定と、個別施設毎の具体的な対応方針である「個別施設の長寿命化計画

（個別施設計画）」の策定が求められた。 

このような状況を踏まえ、文部科学省は各地方公共団体において学校施設を対象とした長寿命

化計画ができるだけ早期に策定されるよう、平成２７年４月に計画に盛り込むべき事項や検討す

る上での留意事項等を示した「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」を策定し、平成２９年

３月に具体的な解説として「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」を策定した。  

長寿命化計画は策定した後も最新の教育動向や地域の実態に応じ、さらに効率的・効果的な施

設整備となるよう随時更新していく必要がある。同時に、計画の実施段階に入ったことで個別の

施設や建物について詳細かつ具体的な状況を把握し改善検討が必要となっている。このような状

況の中、各地方公共団体の個別施設計画の充実・見直しに資するため、本調査研究「学校施設の

長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に関する調査研究」を実施した。調査結果をまとめ

た本解説書は、計画の見直しを進める中で必要となる把握項目の追加や、計画の可視化、直近の

計画の検討手法等について解説するとともに、コスト検証が可能となるツールを提供するもので

ある。 

また、計画策定後の共通課題として、長寿命化だけで将来費用が財政制約ラインにおさまる地

方公共団体はほとんど無いことが挙げられる。令和４年３月に公表された「学校施設等の整備・

管理に係る部局横断的な実行計画の解説書」においては、長寿命化とあわせて、学校規模の適正

規模・適正配置や他の公共施設との複合化・共用化、管理運営面等含めた検討など、部局横断的

な検討体制を構築して長寿命化計画の充実・見直しを行い、教育環境の向上とコストの最適化を

実現することが重要であることを示した。本解説書で作成する建物情報一覧やコスト試算を用い

て、学校だけではなく、他の公共施設の情報との一元化による複合化・共用化の検討を進めるな

ど、さらなる計画的・効率的な施設整備の実現に向けて有効に活用していただきたい。 

令和５年３月 
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本解説書における用語の定義 

 

建物情報一覧表 学校施設の長寿命化計画を策定するために整理する対象建物の一覧

表であり、学校施設台帳や固定資産台帳を基に建物基本情報を整理

し、さらに、構造躯体の健全性と躯体以外の劣化状況の各調査結果

を一元的にまとめたもの。 

学校施設台帳 公立学校施設台帳の棟別面積表等のこと。 

固定資産台帳 地方公会計制度において財務書類作成のための補助簿として整備さ

れる台帳で、固定資産の取得から除売却処分に至るまで、その経緯

を個々の資産ごとに記録・管理する台帳のこと。 

今後の維持・更新コスト 今後必要となる施設関連経費について、一定の条件を設定し試算し

た算出額のこと。全ての建物を改築する場合や長寿命化する場合の

コストのほか、建物の実態に応じた改修内容やサイクルの設定、優

先順位付けによる平準化、複合化・共用化等を反映したコストな

ど、複数の試算を行い比較が可能。 

施設整備費 校舎・園舎、体育館、給食室、寄宿舎の整備にかかる経費のこと。 

その他施設整備費 プール、グラウンド、共用設備（受変電、自家発、受水、排水）等

の整備にかかる経費や整備レベル把握のために設定した項目に関す

る経費等のこと。（今後の維持・更新コストはエクセルソフトによ

り自動で算出されないため、必要に応じて別途費用を計上する。） 

施設関連経費 施設整備費、その他施設整備費、経常修繕費、光熱水費・委託費等

の総計のこと。 

財政制約ライン 今後の教育予算上、学校施設等の整備にかけられる経費のこと。財

政部局、営繕部局などを含めた全庁的な体制で決められるもの。今

後の維持・更新コストが財政制約ラインを上回る結果となった場合

は、両者のかい離を埋めるための検討を行う必要がある。 

躯体以外の劣化状況 

及び健全度 

建物を部位（屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備 

等）に区分し、４段階で劣化状況を評価した結果のこと。 

また、この劣化状況を 100 点満点で点数化した評価指標のことを健

全度といい、優先的に改修する建物の順位付け等を行う際の参考に

できる。 

整備レベル 断熱、バリアフリー化やトイレ環境の改善、アスベスト対応など、

各自治体で目標とする機能や性能の達成度を指す。 

12 条点検 建築基準法第 12 条に基づく定期の報告、検査等のこと。 
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第１章 学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）とは 
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第１章 学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）とは 

１ 学校施設の長寿命化計画の位置づけ 

平成２５年１１月に策定された「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽化対策の推進に

関する関係省庁連絡会議決定）においては、各地方公共団体は、インフラの維持管理・更新等を

着実に推進するための中期的な取組の方向性を明らかにし、整備の基本的な方針として「公共施

設等総合管理計画」（以下、「総合管理計画」という。）を平成２８年度までに策定することとなっ

ている。 

さらに、各地方公共団体は、総合管理計画に基づき、個別施設毎の具体的な対応方針を定める

計画として、個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）を令和２年度までに策定することとな

っている。このうち、特に、教育委員会が所管する域内の学校施設等を対象として、基本的な方

針に基づく実際の整備内容や時期、費用等を具体的に表す計画を「学校施設の長寿命化計画」と

いうこととして、令和４年４月１日時点で９８％の設置者が策定を完了している。 

文部科学省では、地方公共団体において学校施設の長寿命化計画ができるだけ早期に策定され

るよう、平成２７年４月に、学校施設の長寿命化計画に盛り込むべき事項や、それらを検討する

上での留意事項等を示した「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（以下、「手引」という。）

を作成している。また、平成２９年３月には、手引に示された盛り込むべき事項に基づき、標準

的な学校施設の長寿命化計画の様式やより具体的な留意点を示した「学校施設の長寿命化計画策

定に係る解説書」を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 インフラ長寿命化基本計画の体系 
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■ 学校施設の長寿命化計画策定の目的 

地方公共団体による学校施設の長寿命化計画策定の主な目的は、中長期的な維持管理等に係る

トータルコストの縮減及び予算の平準化を図りつつ、学校施設に求められる機能・性能を確保す

ることである。 

なお、昭和４０年代後半から５０年代にかけて建築された公立小中学校施設が多いことを踏ま

えると、たとえ改築から長寿命化改修への転換を図ったとしても、多くの地方公共団体において

は、今後１０～２０年間に、改修等に多額の費用を要するものと考えられる。各地方公共団体は、

策定した学校施設の長寿命化計画に沿った整備が実施できるよう、当該計画を、地方公共団体全

体における中長期的な予算配分戦略の検討につなげていくことが望まれる。 

 

■ 学校施設の長寿命化計画の検討体制 

学校施設の長寿命化計画を検討する際には、学校施設が教育以外の様々な機能を担っているこ

とや、その利用者も、児童生徒、教職員のほか、保護者、地域住民など多岐にわたっていること

を踏まえ、幅広い関係者の参画を得ることが重要である。 

その際、以下のような幅広い関係者から構成される検討委員会を設置することも考えられる。 

 教育委員会施設整備担当課、学校教育担当課、社会教育担当課、教育委員 

 財政部局、地域政策部局、まちづくり部局、建設部局、防災部局等の関係部局 

 学校教育の専門家、建築の専門家 

 ソフト面の目標や課題に対応したハード面の施策を提案できるコーディネーター的な 

人材（幅広い業務経験を持つ職員、学校教育に精通した学校建築の専門家） 

 教職員、保護者、地域住民 

また、計画策定の際には、首長も含めた部局間の調整や住民へのパブリックコメント等を通じ

て十分な共通認識・合意形成を図り、計画の実行性を担保することも重要である。 

 

 

■ 計画策定後の公表の重要性 

策定した学校施設の長寿命化計画については、校長等の学校教職員はもとより地域住民に対し

て積極的に公表し、情報共有を図ることが重要である。そのため、計画は簡潔でわかりやすい文

章とし、データについてもグラフ化するなど地域住民に分かりやすい資料となるよう工夫するこ

とが重要である。 

公表・広報の方法としては、ホームページへの掲載や地域の広報誌等の活用、パンフレットの

作成等が考えられる。 

地方公共団体が有する学校施設や財政の状況、今後の学校施設整備の方向性に対する地域住民

の理解を促すことで、双方向のコミュニケーションが生まれ、結果的に学校施設整備に対する満

足度も向上するものと考えられる。 
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２ 学校施設の長寿命化計画の見直しの必要性 

学校施設の長寿命化計画は、計画策定後も、最新の教育動向や地域の実態に応じて、子供たち

の多様なニーズに応じた施設機能の高機能化・多機能化、防災機能強化、小中一貫教育の導入や

学校規模適正化、他の公共施設との複合化・共用化などの方針について、計画に随時反映し、計

画的・効率的な施設整備を進めていくことが重要となる。 

既に学校施設の長寿命化計画を策定した設置者においては、以下の３項目を踏まえた対応が必

要である。 

 

 

① 学校施設の長寿命化計画の内容充実や適時の計画の見直し 

インフラ長寿命化基本計画（平成２５年１１月２９日）では、計画に盛り込むべき事項とし

て、「対策の優先順位の考え方」「対策内容と実施時期」及び「対策費用」等を定めており、こ

れらの必要な内容を計画に反映するなど内容の充実を行うとともに、点検・診断の結果等を踏

まえて、適時に計画の見直しを行う必要がある。 

 

② 公的ストックの最適化 

各地方公共団体において、人口動態等を踏まえた効率的・効果的な施設整備等を図る観点か

ら、部局横断的な検討体制の下、例えば、他の公共施設との集約・複合化や適正規模・適正配

置の検討を行っている場合に、その検討内容について計画に反映することが重要である。 

 

③ 新技術の導入 

学校施設の長寿命化計画に基づき、効果的・効率的なインフラ維持管理・更新を実施する際

は、点検・診断や補修・更新において新技術の導入を推進することが望ましい。 

 

 

これまで文部科学省では、先進的な取組事例の収集などを行いそのノウハウ等を整理した

「学校施設の個別施設計画（ネクストステージ）事例集」（令和３年３月）を作成している。 

なお、部局横断的な検討体制を構築し、多様化する時代の変化に応じた学習環境をつくりな

がら、コストの最適化を図る方法等について解説した調査研究「学校施設等の整備・管理に係

る部局横断的な実行計画の解説書」（令和４年３月）も参考にしていただきたい。 
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建物情報一覧概要情報

基準 2015

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001
157

小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 46 旧 済 済 H10 24.9 長寿命 C D B A C 52

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 46 旧 済 済 H10 26.2 長寿命 A A C C C 62

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 13 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 1970 S45 45 旧 済 済 H10 25.3 長寿命 D D C A C 37

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1
2204001

161
小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 51 旧 済 済 H7 13.1 要調査 D D D D D 10

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2
2204001

162
小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 45 旧 済 済 H7 27.4 長寿命 D D C A C 37

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17
2204001

163
小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 35 旧 済 - H7 25.8 長寿命 B B B B B 75

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7
2204001

164
小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 43 旧 済 - - - 長寿命 C C C C C 40

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1
2204001

165
小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 45 旧 済 済 H26 18.5 長寿命 B C C B B 52

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2
2204001

166
小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 43 旧 済 済 H26 18.7 長寿命 C C B D A 56

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3
2204001

167
小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 44 旧 済 済 H26 23.1 長寿命 C C D B C 33

012 1025 Ｄ小学校 校舎１ 31
2205001

168
小学校 校舎 RC 3 3,807 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

013 1025 Ｄ小学校 校舎２ 32-1,2
2205001

169
小学校 校舎 RC 3 3,565 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

014 1025 Ｄ小学校 体育館 33
2205001

170
小学校 体育館 RC 2 2,155 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A C A B B 76

015 1013 Ｅ小学校 校舎１ 2-1
2206001

171
小学校 校舎 RC 4 1,417 1978 S53 37 旧 済 - H13 19.8 長寿命 A D B C C 50

016 1013 Ｅ小学校 校舎２ 3-1,2
2206001

172
小学校 校舎 RC 4 3,171 1978 S53 37 旧 済 済 H13 12.5 要調査 C D B C C 44

017 1013 Ｅ小学校 校舎３ 5-1,2
2206001

173
小学校 校舎 RC 4 2,066 1978 S53 37 旧 済 済 H13 23 長寿命 D D B C C 42

018 1013 Ｅ小学校 体育館 6
2206001

174
小学校 体育館 S 1 764 1979 S54 36 旧 済 済 - - 長寿命 C B B B B 72

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

築年
数

耐震安全性 長寿命化判定 屋
根
・
屋
上

外
壁基準 診断 補強

調査
年度

西暦

健全度
（100点

満点）
学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

試算上
の区分

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある：築30年以上：築50年以上

建物情報一覧表
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

30.1億円/年

10年間

28.5億円/年

10年間

30.4億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

50.3億円/年

対象建物
205棟

38.6万㎡

40年間の総額

1,393億円

40年間の平均

35億円/年

2倍

過去の

施設関連経費
17.0億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

今後の維持・更新コスト条件入力
＜グラフの年表示＞

基準年度 2015 和暦

試算期間：基準年の翌年度から40年間

改築

＜改築、要調査＞ ＜長寿命＞

更新周期 50 年 80 年 工事期間 2 年

実施年数より古い建物の改築を 10 年以内に実施

長寿命化改修

＜長寿命＞

改修周期 40 年 工事期間 2 年

実施年数より古い建物の改修を 10 年以内に実施

大規模改造

改修周期 20 年周期

（ただし、改築、長寿命化改修の前後10年間に重なる場合は実施しない）

部位修繕

D評価： 今後 5 年以内に部位修繕を実施

C評価： 今後 10 年以内に部位修繕を実施

（ただし、改築・長寿命化改修・大規模改造を今後10年以内に実施する場合を除く）

A評価： 今後 10 年以内の長寿命化改修から部位修繕相当額を差し引く

※1

※１ 試算上の区分（改築、長寿命）ごとに更新周期を設定する。

試算上の区分が未記入の場合は「改築」と同条件で算出する。

※2 躯体以外の劣化状況が未記入の場合は、部位修繕は算出されない。※2

＜グラフの年表示＞

基準年度 2015 和暦

試算期間：基準年の翌年度から40年間

改築

＜改築、要調査＞ ＜長寿命＞

更新周期 50 年 80 年 工事期間 2 年

実施年数より古い建物の改築を 10 年以内に実施

長寿命化改修

＜長寿命＞

改修周期 40 年 工事期間 2 年

実施年数より古い建物の改修を 10 年以内に実施

大規模改造

改修周期 20 年周期

（ただし、改築、長寿命化改修の前後10年間に重なる場合は実施しない）

部位修繕

D評価： 今後 5 年以内に部位修繕を実施

C評価： 今後 10 年以内に部位修繕を実施

（ただし、改築・長寿命化改修・大規模改造を今後10年以内に実施する場合を除く）

A評価： 今後 10 年以内の長寿命化改修から部位修繕相当額を差し引く

※1

※１ 試算上の区分（改築、長寿命）ごとに更新周期を設定する。

試算上の区分が未記入の場合は「改築」と同条件で算出する。

※2 躯体以外の劣化状況が未記入の場合は、部位修繕は算出されない。※2

２倍以上乖離

長寿命化だけで
おさまらない

建物用途で
一律設定

建物情報一覧

建物基本情報 躯体の健全性 劣化状況
１ ２ ３

長寿命化を図った場合
の今後40年のコスト

④管理する対象
建物の明確化

躯体に問題のある建物 劣化状況評価の実施
早急な対応が必要な部分の抽出

① ② ③

項目

老朽化

長寿命化計画策定後の課題

✓ コロナ対応の影響や、物価高騰、財政状況の問題等により、計画通りに進んでいない。
✓ 学校施設の実態（運営状況・活用状況・老朽化状況等）に応じた計画に見直したい。
✓ 計画上の対策費用と実行時のコストの乖離を抑えたい。
✓ 他の公共施設との複合化・共用化等の検討を含めた計画に見直したい。
✓ 今後の整備費用が財政制約ライン（過去の関連予算平均）を下回るよう検討したい。
✓ 直近5年から10年の具体的な対応策を検討したい。

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

学校施設の維持・更新コスト試算ソフトのバージョンアップ

部局横断的な検討

人口動態を踏まえた学校施設の適正化・適正配置の検討

他の公共施設との複合化・共用化の検討,管理運営等の見直し

長寿命化計画（個別施設計画）の見直し
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校舎-1 … 4 RC 2,087 1971 51 旧 済 H9 15.6 H18 6,882 A A A A B B B 85 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅱ ○○○○○○○○◎ ◎◎◎◎◎◎◎◎◎

中学校 校舎-2 … 4 RC 1,113 1972 50 旧 済 H9 18.8 H18 5,482 C C B B B C B 62 Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅱ
空
調

六郷中
学校

校舎-3 … 3 RC 550 2005 17 新 済 H9 20.6 H18 5,824 A B B B B B B 76 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ
建
築

○○○○○○○○○○○○○
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上
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年
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階
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（㎡）

施設
名称

建物
名称
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帳
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号
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大規模
改修済

60 20 260 10 6 25,460 294,187

大規模
積み残し

80 20 260 10 6 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

問題無 80 20 200 8 4 158 861,054

躯体に
問題

60 20 - 10 6 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 919,579 6,502,201

今後
40年間
のコスト

単位：
千円

目
標
使
用
年
数

改
修
サ
イ
ク
ル

10年間問
題
の
あ
る
建
物

㎡単価
単位：千円

建物基本情報
躯体の
健全性 整備レベル 改修履歴劣化状況 算定条件

修繕・改修・建替え
等の内容

劣化状況カルテ
（部位ごとの状態・所見等）

詳細情報

直近の整備計画
今後の維持更新コスト

（40年）

判断指標の追加 棟ごとの対応検討

判断基準を追加して
施設の問題点を明
確化する

実態データに基づい
てコスト算定の精度
を上げる

学区ごと・学校ごとの
将来変化を見越した
計画を策定する

学校と他の公共施設
の情報の一元化によ
り、複合化・共用化等
に対応する

個別施設計画以降
の新たな対応と連
動させる
（脱炭素・省エネ）
（木造化・木質化）等

直近の整備計画の
予算化及び執行管
理につなげる

１

2

3

4

5

6

持続可能で
質の高い

社会資本整備の実現
（SDGｓ）

見直し項目

学校施設の長寿命化計画の見直し 
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第２章 建物情報の整理から今後の維持・
更新コストの算定方法

※〇平成29年版のエクセルソフトを利用したことがない場合

ｐ.12から順に入力作業を行う。 

〇平成29年版のエクセルソフトを利用したことがある場合

既存のデータをコピーし本エクセルソフトへ貼り付けを行うことで情報を移す。

その後、「建物基本情報」のうち今回追加された「地域・学区」、「管理運営状況」、

「施設大分類」、「所管課」、「地下階数」（P36の赤枠の項目）の情報を追記したうえで、

P.18から順に入力作業を行う。

計画策定のための建物情報の整理は、本解説書付属のエクセルソフトを用いて以下

の５つのステップで行うことができる。なお、本章で解説する建物の実態把握の手

法は一例であり、地方公共団体において必要に応じて活用していただきたい。
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第2章 建物情報の整理から今後の維持・更新コストの算定方法

ステップ１ 学校施設の全体把握

調査１：対象建物の整理

① 公立学校施設台帳の棟別面積表等（以下「学校施設台帳」という。）を基に対象建物の基本

情報を「①建物情報入力表」シートに記入する。

②  学校施設台帳と固定資産台帳で、棟番号と床面積の突合せを行う。（任意作業)

③  築年数や工事範囲を考慮して管理する建物を整理する。（任意作業）

④  出力データ①：築年別整備状況（建築年度別床面積の分布）のグラフが自動で作成される。

⑤ コスト算定条件として改築条件（更新周期、改築単価）と過去の施設関連経費を記入する。

⑥  出力データ②：今後の維持・更新コスト（従来型）のグラフが自動で作成される。

ステップ２ 老朽化状況の把握

調査２：構造躯体の健全性の把握

① 耐震診断報告書や現地調査結果を基に、今後の維持・更新コストを試算する際に長寿命化改

修に適さない可能性があるため「改築型」と区分する建物（以下「要調査」建物という。）

を選別する。

調査３：躯体以外の劣化状況の把握

① 建築基準法 第12条に基づく定期の報告、検査等（以下「12条点検」という。）に合わせて、

建物ごとに「劣化状況調査票」を作成する。

② 建物の部位・設備を5～10に区分し、評価基準に照らしてＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。

（「劣化状況調査票」の内容は取込み操作を行うと「①建物情報入力表」シートに自動で転記

される。）

調査４：整備レベルの把握

① バリアフリー化やトイレ環境の改善、アスベスト対応など、目標とする整備レベルについて

項目を立て、現状の達成状況を評価する。（任意作業）

調査５：改修履歴（前回改修・積み残し）の把握

 ①  改修からの経過年を把握するため、棟ごと部位ごとに改修履歴を記入する。（任意作業）

ステップ３ 今後の維持・更新コストの把握

①  コスト算定条件として更新周期、各種単価を記入する。複数の条件を設定できる。

② 出力データ③：建物ごとにコスト算定条件を記入すると、今後の修繕、改修、改築の実施時

期が自動で作成できる。

③  出力データ④：長期の計画グラフが自動で作成される。

ステップ４ 直近の整備計画の策定

①ステップ３で作成された出力データ③や出力データ④を参考に、各自治体が財政制約ラインを

考慮して、整備の優先順位付けを行い、より詳細な改修・改築の計画を入力していくことで、

次年度以降に実施する具体的な整備計画を立てる。

② その際、補助金の充当を考慮して計画する。

③  出力データ⑤：直近の整備計画のリストを作成する。グラフが自動で作成される。

ステップ５ 学校と他の公共施設との複合化、共用化等の検討（任意作業）

① 学校以外の公共施設の建物情報を登録する。

② 適正規模・適正配置、他の公共施設との複合化・共用化などの検討結果を記入し、出力デー

タ④及び⑤を更新する。
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1 1-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01
1-1、
2

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 2-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2 RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3 3-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3 S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

4 4-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、
2-1、

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ●

6 6-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3 RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7 7-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01
1-1、
2

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎

構造躯体の健全性建物基本情報
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気
設
備

劣化状況評価 整備レベル

学
校
調
査
番
号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状
況

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

構
造

階数 延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

耐震安全性 長寿命化判定 学
習
環
境
等
の
整
備

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

#

通
し
番
号

通
し

番
号

改修履歴

10

20

30

40

50

60

70

80

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

2
0
6
1

2
0
6
2

2
0
6
3

20年間

総額 430.485 億円

21.5 億円/年

30年間

総額 507.385 億円

16.9 億円/年

直近10年間

総額 24.856 億円

2.5 億円/年

40年間

総額 581.56 億円

14.5 億円/年

現在
（単位：億円）

（年度）

（単位：億円）

1.8倍

：新増築・改築 ：長寿命化改修 ：中規模改修 ：部位改修 ：経常修繕費 ：その他の修繕改修費 ：維持管理費等
：○○更新

過去の

施設関連経費

8.2億円/年

建物基本情報を記入するとグラフが自動で作成される

ステップ

１１ 学校施設の全体把握学校施設の全体把握

３３

２２ 老朽化状況の把握老朽化状況の把握
ステップ

ステップ

p.12～17

p.18～35

対象建物の整理

構造躯体の
健全性の把握

躯体以外の
劣化状況の把握

築年別整備状況 今後の維持・更新コスト
（従来型）

建物基本情報

調査１調査１
出力データ②出力データ①

調査２調査２ 調査３調査３

コスト算定条件

整備レベルの
把握

調査４調査４

改修履歴の
把握

調査５調査５

今後の維持・更新コストの把握今後の維持・更新コストの把握

基準 2015

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001

157
小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 46 旧 済 済 H10 24.9 長寿命 C D B A C 52

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 46 旧 済 済 H10 26.2 長寿命 A A C C C 62

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 13 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 1970 S45 45 旧 済 済 H10 25.3 長寿命 D D C A C 37

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1
2204001

161
小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 51 旧 済 済 H7 13.1 要調査 D D D D D 10

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2
2204001

162
小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 45 旧 済 済 H7 27.4 長寿命 D D C A C 37

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17
2204001

163
小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 35 旧 済 - H7 25.8 長寿命 B B B B B 75

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7
2204001

164
小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 43 旧 済 - - - 長寿命 C C C C C 40

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1
2204001

165
小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 45 旧 済 済 H26 18.5 長寿命 B C C B B 52

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2
2204001

166
小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 43 旧 済 済 H26 18.7 長寿命 C C B D A 56

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3
2204001

167
小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 44 旧 済 済 H26 23.1 長寿命 C C D B C 33

012 1025 Ｄ小学校 校舎１ 31
2205001

168
小学校 校舎 RC 3 3,807 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

013 1025 Ｄ小学校 校舎２ 32-1,2
2205001

169
小学校 校舎 RC 3 3,565 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

014 1025 Ｄ小学校 体育館 33
2205001

170
小学校 体育館 RC 2 2,155 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A C A B B 76

015 1013 Ｅ小学校 校舎１ 2-1
2206001

171
小学校 校舎 RC 4 1,417 1978 S53 37 旧 済 - H13 19.8 長寿命 A D B C C 50

016 1013 Ｅ小学校 校舎２ 3-1,2
2206001

172
小学校 校舎 RC 4 3,171 1978 S53 37 旧 済 済 H13 12.5 要調査 C D B C C 44

017 1013 Ｅ小学校 校舎３ 5-1,2
2206001

173
小学校 校舎 RC 4 2,066 1978 S53 37 旧 済 済 H13 23 長寿命 D D B C C 42

018 1013 Ｅ小学校 体育館 6
2206001

174
小学校 体育館 S 1 764 1979 S54 36 旧 済 済 - - 長寿命 C B B B B 72

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

築年
数

耐震安全性 長寿命化判定 屋
根
・
屋
上

外
壁基準 診断 補強

調査
年度

西暦

健全度
（100点

満点）
学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

試算上
の区分

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある：築30年以上：築50年以上

建物情報一覧表

（毎年度更新）

0

1

2

3

4

不
明

～
S3

0 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63
H

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（人）

築10年未満
2.6万㎡(7%)

築19～10年
5.0万㎡（13%)

築29～20年
8.3万㎡(21%)

築39～30年
16.9万㎡(44%)

築49～40年
5.9万㎡(15%)

対象施設延床面積
38.7万㎡

築20年以上 31.1万㎡(80%)

旧耐震基準(昭和56年以前)
17.5万㎡(45%)

築30年以上 22.8万㎡(59%)

新耐震基準(昭和57年以降)
21.2万㎡(55%)

小学校 校舎

小学校 体育館

中学校 校舎

中学校 校舎・体育館

（万㎡）

年

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

昭和60年
（ピーク）
38,885人

平成27年
22,388人

児童生徒数推移

築50年以上
0㎡(0%)

（自動）

0

20

40

60

80

100

120

平
成

22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67

（億円）

（年度）

維持管理（緊急修繕） グラウンド プール 投資的経費（既存更新分）
大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え 建替え（積み残し）
維持補修費（維持管理分） 投資的経費（新規整備分） 投資的経費（用地取得分） 投資的経費の平均
40年平均更新費用

建替え

投資的経費

大規模改修

10年間の
投資的経費
83億円/年

10年間の
投資的経費
34億円/年

10年間の
投資的経費
61億円/年

10年間の
投資的経費
26億円/年

②年平均更新費用

51億円/年

③5年間の

投資的経費
17億円/年

3倍

建替え（積み残し）

5倍

①今後40年間の更新費用
2,035億円

経常修繕 経常修繕 経常修繕

④直近10年間

83億円/年

秋田市の単価に合わせ、耐用年数を診断結果に合わせたコスト

建替え中心 大規模改修中心3倍

○○年間総額
○○億円

5倍

過去の経費水準

（50年未満で改築）

新たに作成、もしくは既存の建物情報一覧から転記

４４ 直近の整備計画の策定直近の整備計画の策定
ステップ

建物基本情報 躯体の健全性 整備レベル 改修履歴劣化状況

老朽化老朽化 機能向上の必要性機能向上の必要性 積み残しの有無積み残しの有無長寿命化可否長寿命化可否管理状況管理状況 劣化状況劣化状況

棟ごとに目標使用年数・改修サイクル・単価等の算定条件を
記入することで今後の維持・更新コストを算定する。

棟ごとに目標使用年数・改修サイクル・単価等の算定条件を
記入することで今後の維持・更新コストを算定する。

長
寿
命
化

中
規
模
修
繕

屋
根
・
屋
上

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

大規模
改修済

60 20 260 10 6 25,460 294,187

大規模
積み残し

80 20 260 10 6 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

問題無 80 20 200 8 4 158 861,054

躯体に
問題

60 20 - 10 6 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 919,579 6,502,201

今後
40年間
のコスト

単位：
千円

目
標
使
用
年
数

改
修
サ
イ
ク
ル

10年間問
題
の
あ
る
建
物

㎡単価
単位：千円

長寿命化

予防改修

修繕

５５ 学校と他の公共施設との複合化、共用化等の検討学校と他の公共施設との複合化、共用化等の検討

ステップ

対応策の選択（建替え↔修繕）

優先順位
の見直し

１年目
○小学校1

2
3
4

●中学校

□小学校

■中学校

一覧を劣化順
等に並び替え

て見直し

直近の整備計画

出力データ ④

出力データ ⑤

「建物情報一覧」

建物の状態や今後の方向性に応じ優先順位や対応策の選択をして直近５年から10年の対応内容の検討を
行う。

直近の整備計画

（大きな効果）

横断的な検討による効果

改築型

③出力データ

（百万円）

学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費

うち補助金分 0 うち補助金分 0 うち補助金分 0 うち補助金分 0 うち補助金分 0

うち補助以外 0 うち補助以外 0 うち補助以外 0 うち補助以外 0 うち補助以外 0

2024 2025 2026

施
設
整
備
費

○％

○％

○％

○％

○％

○％

○％

○％

○％

○％

補助率 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

0 0 0

2027 2028

0

新増築事業

改築事業

長寿命化改修

中規模改修

耐震補強事業
非構造部材の耐震化
含む

0

○％

○％光熱水費・委託費

合計金額

○％

部位修繕

その他施設整備費

維持修繕費

○％

防災関連事業

トイレ整備

空調整備

障害児等対策

特別支援学校の整備

事業名称

年度

新・増築事業

改築事業

長寿命化改修事業

予防改修

2024

学校・棟

「建物情報一覧」

（自動）

p.36～43

p.44～49

p.50～51

長寿命化1 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2 改築1 60 - 20 有

2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2 改築1 60 - 20 有

3 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20 有

4 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

長寿命化1 80 40 20 有

6 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20

7 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2 長寿命化1 80 40 20

8 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1 長寿命化1 80 40 20

9 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20

11 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

長寿命化1 80 40 20 有

12 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3 長寿命化1 80 40 20

13 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4 長寿命化1 80 40 20

目
標

使
用
年
数

長
寿
命
化
改
修

の
実
施
築
年

試
算
シ
ナ
リ
オ

条件（シナリオ
シート参照）

シナリオ
の変更改

修

サ
イ
ク
ル

通
し
番
号

学
校
調
査
番

号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状

況
施
設
名

建
物
名

棟
番
号

算定条件建物基本情報

1 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2 改築1 60 - 20 有

2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2 改築1 60 - 20 有

3 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20 有

4 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

長寿命化1 80 40 20 有

6 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20

7 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2 長寿命化1 80 40 20

8 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1 長寿命化1 80 40 20

9 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3 長寿命化1 80 40 20

11 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

長寿命化1 80 40 20 有

12 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3 長寿命化1 80 40 20

13 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4 長寿命化1 80 40 20

目
標

使
用
年
数

長
寿
命
化
改
修

の
実
施
築
年

試
算
シ
ナ
リ
オ

条件（シナリオ
シート参照）

シナリオ
の変更改

修

サ
イ
ク
ル

通
し
番
号

学
校
調
査
番

号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状

況
施
設
名

建
物
名

棟
番
号

算定条件建物基本情報

算定条件建物基本情報

（自動）

Ａ小学校
校舎1 ￥…
Ｂ小学校
校舎1 ￥…

0

10

18億円

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2024 2025 2026 2027 2028

：新増築・改築 ：長寿命化改良 ：予防改修 ：部位改修

：経常修繕費 ：その他の施設整備費 ：光熱水費・委託費等

：その他事業

：維持管理費

修繕費他

□小
長寿命化
8億円

部位改修

△小
長寿命化

7億円

予防改修

トイレ
空調

18億円 18億円 17億円 17.5億円 27億円

部位改修

予防改修

トイレ
空調

修繕費他

■小
長寿命化
8.5億円

■中
長寿命化

7億円

△中
長寿命化

7億円

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

トイレ
空調

トイレ
空調

修繕費他 修繕費他 修繕費他

11



ステップ

１１ 学校施設の全体把握学校施設の全体把握

調査１調査１ 対象建物の整理

≪記入例≫

学校施設台帳を基に、対象建物の基本情報を「①建物情報入力表」シートに記入する。

原則として次の建物を対象とする。

小規模な建物（倉庫、部室、便所、概ね200㎡以下の建物等）は対象外としてもよい。

• 校舎・園舎（渡り廊下、昇降口等の機能上不可分な小規模な建物を含む）

• 体育館（武道場を含む）

• 給食室（給食センターを含む）

• 寄宿舎

調査１の結果が「①建物情報入力表」シートに記入されると、エクセルソフトにより、出力デー

タ①≪築年別整備状況≫と出力データ②≪今後の維持・更新コスト（従来型）≫が自動で作成でき

る。なお、出力データ②の算定条件である、過去の施設関連経費や改築実施年、単価については、

ステップ３で解説する。（p.39 , p64参照）

出力データ②は平成29年の解説書の考え方で作成されたグラフであるため、出力データ④のグラ

フと単純比較ができないものであることに注意する。

建物基本情報の項目のうち、「用途区分」は、築年別整備状況や今後の維持・更新コストの算定

に必要となるため、記入（選択）すること。（p.14 , p57参照）

「延床面積」について、学校施設台帳における「保有面積」と「保有控除面積」を足した値を延

床面積とする。なお、学校施設台帳の床面積と建築基準法の延べ面積、及び固定資産台帳上の面積

は、それぞれ算定基準が異なるため合致しないことがある。これらの突合方法については後述する

（p.16参照）が、「①建物情報入力表」シートの記入にあたっては、どの面積を採用するかルール

を明確にして作業すること。

プール、グラウンド及び共用設備（受変電、自家発、受水、排水）等は対象としない。これらに

係る今後の維持・更新コストは必要に応じて別途、コストを算定すること。（p. 38 , p71参照）

対象建物について、学校施設台帳の棟番号によらず、耐震診断時の建物区分などを参考に実態を

表す区分で整理しておくと管理しやすくなる。（p.17参照）

一覧には複合化・共用化等の検討にも活用できるよう、学校以外の施設のデータを入れることも

可能である。（p.50 ～51参照）

「建物情報一覧」（調査1の完成イメージ）

1 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1228

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58

2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
250000
1229

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52

3 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
250000
1230

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

S 1 - 1,024 1976 S51 47

4 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

250000
1231

学校教
育施設

中学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42

6 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
250000
1233

学校教
育施設

中学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32

7 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1234

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27

8 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
250000
1235

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22

9 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
250000
1236

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17

11 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

250000
1237

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45

12 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
250000
1238

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29

13 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
250000
1239

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22

通
し
番
号

学
校
調
査
番
号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状
況

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

固
定
資
産
台
帳
番

号

用途区分

所
管
課

構
造

階数 延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

施
設

大
分
類

施
設

中
分
類

棟
の
用
途

区
分

地
上

地
下 西暦

和
暦

建物基本情報

西
暦

固
定
資
産

台
帳
番
号

通
し
番
号
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年

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

（億円）

（年度）

10年間 10年間

100.8億円/年

10年間

27.5億円/年

10年間

25.6億円/年

今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

2,240億円

70.2億円/年

対象建物

56.5万㎡

356棟

40年間の平均

56.0億円/年

1.9倍

過去の

施設関連経費

30.0億円/年

過去の施設関連経費 改築 大規模改造 その他施設整備費 維持管理費 光熱水費・委託費経常修繕費

出力データ① ≪築年別整備状況≫

【築50年未満で建替える場合】

出力データ② ≪今後の維持・更新コスト（従来型）≫ グラフのデータテーブ

ル（内訳リスト）が出力

されるので、年度別の

金額を確認できる。過去５年間の施設関連経費を記入すること

で、その平均値と今後の維持・更新コスト

の平均値の比較ができる。（p.39参照）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

Ｓ

31

以

前

33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

（㎡）

築20年以上 164棟（80%） 31.1万㎡（81%）

対象建物

205棟

38.6万㎡

（年度）

築30年以上 124棟（60%） 23.1万㎡（60%）

築30年以上

17.2万㎡(45%)

築40年以上

5.9万㎡(15%)
築20年以上

8万㎡(21%)

築10年以上

5万㎡(13%)
築10年未満

2.5万㎡(6%)

築50年以上

0㎡(0.%)

築年別整備状況

新耐震基準（昭和57年以降）

110棟（54%） 20.9万㎡（54%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

95棟（46%） 17.7万㎡（46%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場 幼稚園 寄宿舎 給食センター その他

保有する施設に合わせて凡例を変える。

平成29年の考え方で作成した図であるため、
P43出力データ④今後の維持更新コスト（改築型）とは異なる。

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 幼稚園 園舎 特別支援学校 校舎 その他 その他
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1 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1228

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58

2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
250000
1229

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52

3 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
250000
1230

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

S 1 - 1,024 1976 S51 47

4 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

250000
1231

学校教
育施設

中学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42

6 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
250000
1233

学校教
育施設

中学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32

7 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1234

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27

8 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
250000
1235

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22

9 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
250000
1236

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17

11 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

250000
1237

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45

12 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
250000
1238

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29

13 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
250000
1239

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22

通
し
番
号

学
校
調
査
番
号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状
況

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

固
定
資
産
台
帳
番

号

用途区分

所
管
課

構
造

階数 延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

施
設

大
分
類

施
設

中
分
類

棟
の
用
途

区
分

地
上

地
下 西暦

和
暦

建物基本情報

西
暦

固
定
資
産

台
帳
番
号

通
し
番
号

「①建物情報入力表」シートの建物基本情報は、学校施設台帳を基に記入することができる。

≪記入の仕方≫

学校施設台帳の棟別面積表

⑤棟番号

⑥建物区分
⑦構造区分

⑧階数
⑨⑩⑪建築年月日

③
学
校
調
査
番
号

「②築年別整備状況」シート

重要：
用途区分は、築年別整備状況のグ

ラフ系列や今後の維持・更新コスト

の単価設定と連動する。

「①建物情報入力表」シート

「②築年別整備状況」シートで、学校種別と建物用

途の組み合わせを登録する。登録されていない組

み合わせは築年別保有状況グラフと今後の維持更

新コスト（従来型）試算に反映されない。

系列表

NO 系列分類名 コード グラフ配色 学校種別 建物用途 学校種別分類表 建物用途分類表

1 小学校 校舎 20010000 小学校 校舎 幼稚園 10000000 校舎 10000

2 中学校 校舎 30010000 中学校 校舎 小学校 20000000 体育館 20000

3 小学校 体育館 20020000 小学校 体育館 中学校 30000000 武道場 30000

4 中学校 体育館 30020000 中学校 体育館 義務教育学校 40000000 園舎 40000

5 中学校 武道場 30030000 中学校 武道場 高等学校 50000000 寄宿舎 50000

6 幼稚園 園舎 10040000 幼稚園 園舎 中等教育学校 60000000 給食センター 60000

7 その他 給食センター 9060000 その他 給食センター 特別支援学校 70000000 庁舎 70000

8 高等学校 校舎 50010000 高等学校 校舎 A 80000000 コミュニティ施設 80000

9 高等学校 体育館 50020000 高等学校 体育館 B 90000000 公営住宅 90000

10 特別支援学校 校舎 70010000 特別支援学校 校舎 C 100000000 100000

11 サンプル11 D 110000000 110000

12 サンプル12 E 120000000 120000

13 サンプル13 F 130000000 130000

14 サンプル14 G 140000000 140000

15 その他 その他 9900000 その他 その他 その他 9000000 廃止等 900000

自動算定

学校施設台帳は、下図の帳票に対応したＣＳＶデータをシステムから取り出すことができる。取

り出したＣＳＶデータをエクセルファイルで開いて、必要な項目を「①建物情報入力表」シートの

建物基本情報の記入に用いる。

（ p. 57参照）

⑬㉕延床面積（合算して入れる）

1 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1228

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58

2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
250000
1229

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52

3 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
250000
1230

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

S 1 - 1,024 1976 S51 47

4 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

250000
1231

学校教
育施設

中学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42

6 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
250000
1233

学校教
育施設

中学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32

7 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1234

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27

8 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
250000
1235

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22

9 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
250000
1236

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17

11 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

250000
1237

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45

12 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
250000
1238

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29

13 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
250000
1239

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22

通
し
番
号

学
校
調
査
番
号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状
況

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

固
定
資
産
台
帳
番

号

用途区分

所
管
課

構
造

階数 延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

施
設

大
分
類

施
設

中
分
類

棟
の
用
途

区
分

地
上

地
下 西暦

和
暦

建物基本情報

西
暦

固
定
資
産

台
帳
番
号

通
し
番
号

学校種別分類表 建物用途分類表

幼稚園 10000000 校舎 10000

小学校 20000000 体育館 20000

中学校 30000000 武道場 30000

義務教育学校 40000000 園舎 40000

高等学校 50000000 寄宿舎 50000

中等教育学校 60000000 給食センター 60000

特別支援学校 70000000 庁舎 70000

A 80000000 コミュニティ施設 80000

B 90000000 公営住宅 90000

C 100000000 100000

D 110000000 110000

E 120000000 120000

F 130000000 130000

G 140000000 140000

その他 9000000 廃止等 900000

学校種別分類表 建物用途分類表

幼稚園 10000000 校舎 10000

小学校 20000000 体育館 20000

中学校 30000000 武道場 30000

義務教育学校 40000000 園舎 40000

高等学校 50000000 寄宿舎 50000

中等教育学校 60000000 給食センター 60000

特別支援学校 70000000 庁舎 70000

A 80000000 コミュニティ施設 80000

B 90000000 公営住宅 90000

C 100000000 100000

D 110000000 110000

E 120000000 120000

F 130000000 130000

G 140000000 140000

その他 9000000 廃止等 900000

※学校調査番号の代わりに学校コードを入力してもよい。
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学校施設台帳の棟別面積表

上記帳票のＣＳＶデータ（ファイル名の末尾が「MUNEMEN.CSV」のファイル）

ＣＳＶでの系列名 帳票での項目名

TYOUSA_NO 学校調査番号

MUNE_NO 棟番号

MUNE_EDA 枝番号

TATEMONO_KBN 建物区分

KOUZOU_KBN 構造区分

KAISUU 階数

KENTIKU_DATE 建築年月

HOYUU_MEN 保有面積

KOUZYO_MEN 控除面積

ＣＳＶデータと帳票項目の対応表

学校調査番号と学校名の照合は、

「ORG_GAKKOU.CSV」を参照する必要がある。

学校施設台帳より記入できない以下の項目について、解説する。

通し番号：自動で設定される。

地域・学区 ：並び替えや抽出の際に活用できる。（任意記入)

管理運営状況：並び替えや抽出の際に活用できる。直営、指定管理、業務委託 等の運営状況を

記入する。（任意記入)

施設名：学校調査番号と学校名を照合し記入する。

固定資産台帳番号：棟番号と対応するものが複数ある場合、カンマ区切りで記入する。

用途区分：施設大分類は公共施設等総合管理計画などを参照し、施設用途の大分類を記入する。

施設中分類及び棟の用途区分を「②築年別整備状況」シートの系列表を参考に記入する。

これは築年別整備状況のグラフ系列、今後の維持・更新コストの単価と関連付いている。

所管課 ：並び替えや抽出の際に活用できる。 （任意記入)

築年数 ：建築年度と基準年度より自動で算定される。
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固定資産台帳とは、地方公会計制度において財務書類作成のための補助簿として整備される台帳

で、固定資産の取得から除売却処分に至るまで、その経緯を個々の資産ごとに記録・管理する台帳

である。

固定資産台帳の登録単位は、基本的に「現物との照合が可能」で「取替や更新を行う」単位であ

り、また、実際に増築・改築等が行われた場合には増加の記録が行われることから、「①建物情報

入力表」に記入する単位と固定資産台帳の登録単位とは一致しない可能性がある。そこで、「①建

物情報入力表」と固定資産台帳、及び学校施設台帳との関係を整理しておくとよい。

≪参考例示１：固定資産台帳との突合≫

管理上の区分
（校舎１）

①

②-1

②-2

③

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ（校舎２）

棟管理のイメージ

学校施設台帳 固定資産台帳

学校施設台帳を基に対象建物を整理するにあたり、固定資産台帳との突合せをしておくことで、

今後のデータ更新を効率的に行うことができる。

この際、学校施設台帳と固定資産台帳の面積の算定方法が異なることにより、数値が一致しない

場合は、学校施設台帳か固定資産台帳のいずれかの面積に統一する等、ルールを明確に定めて整理

することが望ましい。

参考例示２

①-1 特別教室棟 校舎 1,051 1965 2050001128 1,051 1965

2050001165 899 1967

2050001166 1,258 1967

2050001167 67 1695

⑧ 普通教室棟（リース） 校舎 1,652 2003 -- - -

⑤ 渡り廊下　機械室 校舎 257 1984 2050001206 208 1984

④ 機械室・倉庫 校舎 57 1966 2050001129 57 1966

② 屋内運動場 屋体 2187 1984 2050001205 2,199 1984

学校施設台帳

建物名
延床
面積
（㎡）

1

Ａ
小
学
校

①-2 管理・普通教室棟

固定資産台帳

建物
区分

校舎 2,224

延床
面積
（㎡）

建築
年度

（西暦）

固定資産台
帳番号

1967

棟
番
号

建築
年度

（西暦）

学校施設台帳の棟番号と固定資産台帳番号の突合表の例

面積不整合の例

1969
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校舎２

校舎1

体育館

普通教室棟
⑩Ｓ44 1,256

普通教室棟
⑨Ｓ44 1,525

特別・普通教室棟
⑪Ｓ44 1,306

屋体棟
⑧Ｈ14 1,179

渡り廊下棟

プール

手順① 施設配置図において、管理上の区分を整理する例

2016 基準

西暦 和暦 基準 診断 補強

1301 Ａ小学校 校舎 1 RC 3 2,562 S44.7.1 1969 S44 47 旧 済 済

1301 Ａ小学校 校舎 5 RC 3 1,525 S44.7.1 1969 S44 47 旧 済 済

1301 Ａ小学校 校舎 18-1,2 RC 4 1,179 H14.9.1 2002 H14 14 新 - -

1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3 RC 4 1,408 H14.9.1 2002 H14 14 新 - -

1302 Ｂ小学校 校舎 2-1 RC 3 1,819 S40.3.1 1964 S39 52 旧 済 済

1302 Ｂ小学校 校舎 2-2 RC 3 1,744 S45.8.1 1970 S45 46 旧 済 済

1302 Ｂ小学校 校舎 17 RC 3 911 S55.8.1 1980 S55 36 旧 済 -

1302 Ｂ小学校 体育館 7 S 2 668 S48.3.1 1972 S47 44 旧 済 -

1303 Ｃ小学校 校舎 1 RC 3 3,010 S45.4.1 1970 S45 46 旧 済 済

1303 Ｃ小学校 校舎 2 RC 3 1,750 S47.4.1 1972 S47 44 旧 済 済

1303 Ｃ小学校 体育館 3 RC一部S 2 789 S46.4.1 1971 S46 45 旧 済 済

躯体
評価

（長寿命
化に適す
るか？）

劣化評価
屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

給
排
水
衛
生

学校
番号

施設名 建物名
耐震

棟番号 構造
建築

年月日

延床
面積
（㎡）

建築年度 築年
数

階数

冷
暖
房
換
気

劣化度
（％）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

- ：該当部位無し

≪参考例示２：管理上の区分の整理≫

以下のようなルールで整理することが考えられる。

• 棟のまとめ方は、改築や改修に際して、一体的に工事すべき「かたまり」を「ひとつの棟」とし、

渡り廊下、給食室、増築した教室棟などを、本体の教室棟と一体と見なす。

• 渡り廊下は、枝番号がある場合は、親番号の棟に含める。別の棟番号がある場合は、後で整備さ

れた棟に含める。

• 特別教室の上階に体育館があり、棟番号が異なる場合は、体育館・特別教室棟として一体と見な

す。

• 建物としては一体でも、棟番号が異なる給食室棟やクラブハウス、エキスパンションジョイント

で分割された教室棟は、建築年の差が５年未満の場合は「ひとつの棟」としてまとめる。

学校施設台帳では、短期間で増築している部分や保有控除部分などが別棟として登載されている

が、改築や改修を一体的に実施することが想定される棟をまとめて１つの建物として整理しておく

ことにより、点検・診断の実施や整備計画の策定、工事履歴の管理等、今後の管理を効率的に行う

ことができる。以下の手順を参考に、各教育委員会においてルールを明確に定めて整理することが

望ましい。

手順① 施設配置図

において、管理上の

区分を整理（太枠で

示す。）

「①建物情報入力表」
手順② 整理した区

分を１つの建物として、

「 ① 建 物 情 報 入 力

表」シートに記入

手順② 整理した区分を１つの建物として、「①建物情報入力表」シートに記入する例

整理後の建物の基本情報は以下のとおりとする。

• 建物名は、校舎１、校舎２、校舎３、体育館とし、棟の建築年度の古い順とする。

• 建築年度は、最も古い建築年度とする。

• 構造種別は、最大の床面積のものとする。

• 階数は、最大のものとする。

校舎1

校舎2

体育館

⑩⑪

⑨

⑧

施設配置図
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旧

旧

旧

旧

新

新

新

新

旧

新

新

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

耐
力
度

躯
体
の
状
態

試
算
上
の

区
分

耐震安全性 長寿命化判定

基
準

診
断

補
強

調
査
年
度

構造躯体の健全性

ステップ

２２ 老朽化状況の把握老朽化状況の把握

調査２調査２ 構造躯体の健全性の把握

学校施設の老朽化状況の把握は、調査２「構造躯体の健全性の把握」、調査３「躯体以外の劣化

状況の把握」、調査４「整備レベルの把握」、調査５「改修履歴の把握」において行う。

従来のように築50年未満で建替えるのではなく、80年程度の長期間にわたって建物を使用するた

めには、構造躯体が健全でなければ必要な安全性が確保できない。このため、長寿命化改修に適さ

ない可能性がある建物については、今後の維持・更新コストを試算する上では「改築」に区分して

算定する。

調査２では、今後の維持・更新コストの試算における「改築」と「長寿命」（長寿命化改修）の

区分を明らかにするため、すでに実施されている耐震診断報告書等を基に、長寿命化改修に適さな

い可能性のある建物を簡易に選別する。工事実施段階においては、耐力度調査に準じた躯体の詳細

な調査を行い、さらに経済性や教育機能上などの観点を加え、各教育委員会が個別建物ごとに長寿

命化改修の可否を判断する必要がある。

計画策定段階の判定

調査２では、この範囲を

記入する。
「①建物情報入力表」シート

耐震基準は建築年度から自動で表示される。

⚫ 旧耐震基準の鉄筋コンクリート造の建物については、耐震診断報告書に基づき、コンクリー

ト圧縮強度が13.5N/mm2以下のもの、及び圧縮強度が不明のものは「要調査」建物とし、試

算上は「改築」とする。

⚫ 旧耐震基準の鉄骨造、木造等の建物については、現地調査結果を基に判断し、概ね建築後40

年以上で腐食や劣化の著しいものは「要調査」建物とし、試算上は「改築」とする。

⚫ 1971年（昭和46年）以前の鉄筋コンクリートの建物は、柱の帯筋間隔が広い等、旧耐震基準

の中でもさらに古い基準であることを考慮して判断する。

⚫ 耐力度調査結果がある場合は、一定の点数以下の建物は構造上危険な状態にある可能性があ

ることを踏まえて判断する。耐力度は中性化や鉄筋腐食度を含む総合的な指標である。

⚫ 中性化や鉄筋かぶり厚さ、鉄筋腐食度合い等の値を一覧に登録したい場合は、「躯体の状

態」欄を活用する。

⚫ Ｓ造、木造の建物は圧縮強度ではなく、目視等を主体に判断する。その判断根拠は、躯体の

状態欄を活用して記入する。
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工
事
実
施
段
階

耐震補強

耐震基準

耐震補強済み
または

耐震診断で耐震性あり

旧耐震基準

ＮＯ

または、使用不可ＹＥＳ

「長寿命」として試算 「改築」として試算

計
画
策
定
段
階

調査

評価
項目

（例示）

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度
➢ 中性化深さ
➢ 鉄筋かぶり厚さ
➢ 鉄筋腐食状況
➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ
➢ 鉄骨腐食状況
➢ 非構造部材の取付部・
設備・二次部材安全性

➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽
➢ 柱・梁の傾斜
➢ 床のたわみ、床鳴り
➢ 屋根・外壁の漏水状況

躯体の詳細な調査（耐力度調査）

長寿命化 改築

躯体の詳細な調査に加えて経済性や教育機能上

などの観点から総合的に判断する

判断

コンクリート圧縮強度
13.5N/mm2以下

ＲＣ
造

「改築」判定建物には、

耐力度調査を実施して

改築事業の補助対象

になるかどうかを判断

する。

耐力度調査に準じて各

教育委員会で調査項

目・評価指標を設定し

判断する。

「要調査」
建物

ＹＥＳ

概ね40年以上で
腐食や劣化の進行が

著しいもの

Ｓ造
Ｗ造
等

ＹＥＳ

ＮＯ

ＲＣ造以外は、目視状

況により 、長寿命化改

修に適さないと考えら

れる場合は、試算上の

区分を「改築」や「要調

査」と記入（選択）する。

ＲＣ造でコンクリ ート圧

縮強度が13.5N/mm2以

下の場合は、「要調査」

を自動で表示し、「 改

築」として試算する。

新耐震基準

長寿命化の判定フロー

*1

*1 例えば、時を重ねて活用され続けた木造建物等は、それ自体が文化財的価値を有することも多く、
改築に際しては、こうした観点からの検討も別途行う必要がある。

圧縮強度が13.5N/㎟以

上であっても、古い耐

震基準で建てられた建

物については、耐力度

調査結果とあわせて判

断を行うことが必要
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旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命

旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査

旧 済 済 - - - 長寿命

旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

旧 済 済 1991 - - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

新 - - - - - 長寿命

耐震安全性 長寿命化判定

試
算
上
の

区
分

基
準

診
断

補
強

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

耐
力
度

構造躯体の健全性

躯
体
の
状
態

旧耐震基準の学校施設の多くは耐震診断を行い、補強が必要な場合は耐震補強を実施している。

耐震診断の時にはコンクリート圧縮強度等の材料試験を行っているため、計画策定段階において長

寿命化に適する建物かどうかを簡易に選別するために、これらの既存データを用いることが考えら

れる。

≪記入の仕方≫

建物情報一覧（調査2の完成イメージ）

各記入欄の記入の仕方を以下に示す。

【耐震安全性の欄】

基準：旧耐震基準の場合は「旧」、新耐震基準の場合は「新」（自動で表示）

診断：耐震診断実施済みの場合は「済」、それ以外は「不要」か「未実施」

補強：耐震補強工事済みの場合は「済」、それ以外は「不要」か「未実施」

【長寿命化判定の欄】

 調査年度       ：耐震診断等を実施した年度を記入する。

 圧縮強度 ：標準偏差を考慮するなどして設定された耐震診断に採用されたコンクリート

 圧縮強度を記入する。階ごとに異なるなど、複数の診断強度がある場合はそ

 れらの最低値を記入する。

 耐力度        ：耐力度調査を行っている場合は、結果点数を記入する。

試算上の区分：「長寿命」「要調査」の中から選択する。基準の欄が「旧」で、構

 造の欄が「RC」または「SRC」で、圧縮強度の欄が「13.5」以下の建物は、

 試算上の区分は自動的に「要調査」と表示される。それら以外の場合は、任

 意で「長寿命」「要調査」の中から選択して記入する。

躯体の状態 ：中性化やひび割れ等の変状を記入することで判断根拠を補足する。

重要：
旧耐震基準のＲＣ造またはＳＲＣ造で、圧縮強度が13.5N/mm2以下の場合は、自動的に「要調査」と表

示される。

（N/mm2）
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鉄筋コンクリートの材料試験データは、様々な様式で施設ごとに異なっている場合があるため、

データを同じ様式で一元管理しておくとよい。（下表に、既存データの整理例を示す。）

≪参考例示：コンクリート試験結果表≫

※：入力必須
※ ※ ※ ※ ※ ※（どちらかの単位で）

最大値 平均値 最大値 平均値 N/mm2 kgf/cm2

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-1 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3.4 屋内 打ち放し 38 36.8 16.6

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-2 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3 屋内 打ち放し 34 29.6 23.2

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-3 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3.6 屋内 打ち放し 39 36.2 13.5

仕上
種類

中性化深さ(mm)
階 コア番号 部位

筒元 筒先
圧縮強度

屋内／
屋外

仕上
種類

中性化深さ(mm) 屋内／
屋外

整理番号 施設名 棟名 構造
建築
年度

調査
年度

※：入力必須
※ ※ ※ ※ ※ ※（どちらかの単位で）

最大値 平均値 最大値 平均値 N/mm2 kgf/cm2

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-1 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3.4 屋内 打ち放し 38 36.8 16.6

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-2 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3 屋内 打ち放し 34 29.6 23.2

xxxx ○○学校 Ａ棟 RC 1979 C-3 壁 屋内
モルタル
ペイント

5 3.6 屋内 打ち放し 39 36.2 13.5

仕上
種類

中性化深さ(mm)
階 コア番号 部位

筒元 筒先
圧縮強度

屋内／
屋外

仕上
種類

中性化深さ(mm) 屋内／
屋外

整理番号 施設名 棟名 構造
建築
年度

調査
年度

≪耐震診断報告書の構造躯体データ≫

試験結果の平均値を算定した

個別データとして、試験所の報

告書が添付される場合もある。

簡易的には、診断時に採用され

た強度で判断してもよい。

階ごとで診断時強度が異なる場

合は最低値で判断する。

耐震診断報告書は様々な様式で作成されている。多くは下図のような概要書や総括表等がある

ためそれらを参照し、診断時強度を把握する。概要書等が無い場合は、コア抜き箇所ごとの実測

データが添付されているのでそれらを参照する。

（圧縮強度は、どちらかの単位で記入）
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調査３調査３ 躯体以外の劣化状況の把握

手順

① 12条点検の結果を建物ごとに整理し、部位ごとの劣化状況をＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４段階で評価

 し、「劣化状況調査票」の評価欄に記入する。

② 「劣化状況調査票」はエクセルソフトにて「①建物情報入力表」シートに転記される。

調査３では、劣化部位の修繕コストや改修等の優先順位付けを今後の維持・更新コストの算定に

反映させるため、ステップ１で整理した対象建物ごとに、「劣化状況調査票」を作成することによ

り、躯体以外の劣化状況を把握する 。

劣化状況調査は、12条点検と共に専門業者等の技術者に委託して実施することが考えられる。

建築基準法第12条では、外壁落下、設備機器の誤作動等による事故を防止するため、建築専門家

による定期的な点検を義務付けているが、地方公共団体の別や学校施設の所在地を所管する特定行

政庁が学校を点検対象に指定しているかどうかによって、義務付けられる点検の有無や内容が区分

されている。しかし、建築基準法第８条第１項に、「建築物の所有者、管理者又は占有者は、その

建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な状態に維持するように努めなければならない」とあ

ることから、文部科学省では、12条点検の実施義務がない地方公共団体に対しても、定期的な点検

の実施を要請している。

調査３による劣化状況の把握では、建物ごとの屋根・屋上、外壁、設備機器等の劣化状況や改修

時期を把握し、建築の専門家による評価を行い、当該評価を踏まえて今後の維持・更新コストを算

定することを目的としている。12条点検と調査３による劣化状況の把握については、専門家による

現地での点検箇所について、その多くが重複しているため、12条点検の業務委託に含めて、建物ご

との「劣化状況調査票」の作成を委託することが考えられる。

なお、 「劣化状況調査票」の項目（5つの部位）は、必要最小限の項目となる。近年、各教育委

員会においては、計画の実施段階に入ったことにより、より詳細かつ具体的な計画の検討が求めら

れている。このため、本付属エクセルソフトでは、各教育委員会において調査項目を10項目まで増

やすことが可能である。項目追加の方法は後述する（ｐ.58参照）。

≪参考例示：劣化状況調査の委託仕様書≫

劣化状況調査を12条点検と合わせて委託する場合は、仕様書に下記のように記載することが考え

られる。

■ 劣化状況調査

対象建物ごとに、本解説書及び「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年３月文

部科学省）」に基づき調査を行い、劣化状況の写真を撮影し整理するとともに、劣化状況調査票を

記入すること。
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点検周期 点検項目
地盤

敷地

塀

擁壁　等

基礎

土台（木造に限る。）

外壁（躯体等、外装仕上げ材等、窓サッシ等、広告板等）

屋上面

屋上周り

屋根

機器及び工作物

防火区画

壁の室内に面する部分（躯体等、防火区画を構成する壁）

床（躯体等、防火区画を構成する床）

天井

照明器具・懸垂物等

石綿等を添加した建築材料

避難上有効なバルコニー

階段

排煙設備等

非常用の照明装置

特殊な構造（膜構造建築物の膜体・取付け部材等、免震構造建

築物の免震層・免震装置）

避雷設備

煙突

エレベーター

エスカレーター

小荷物専用昇降機

防火戸

防火シャッター等駆動装置との連動

（居室等の）機械換気設備

（調理室等の）自然換気設備及び機械換気設備

（居室等の）防火ダンパー　等

排煙機

その他（機械排煙設備の排煙口・排煙風道、防火ダンパー、特殊

な構造の排煙設備の排煙口及び給気口・給気風道・給気送風機）

特殊避難階段の付室及び非常用エレベーターの乗降ロビーに設

ける排煙口及び給気口

可動防煙壁

自家用発電装置

エンジン直結の排煙機

電池内蔵形の蓄電池

電源別置形の蓄電池

自家用発電装置

飲料用の配管及び排水配管

飲料用の給水タンク及び貯水タンク並びに給水ポンプ

排水槽

給湯設備

排水再利用配管設備

その他（衛生器具、排水管）

１年以内
ごと

昇降機

防火設備

建築設備
（昇降機を

除く）

換気設備

排煙設備

非常用の
照明装置

給水設備
及び排水

設備

点検部位

３年以内
ごと

建築物（敷
地・構造）

敷地及び
地盤

建築物の
外部

屋上及び
屋根

建築物の
内部

避難施設
等

その他

≪建築基準法第12条に基づく定期の報告、検査等（12条点検）≫

で囲む項目は、
劣化状況調査票
と連動する項目
を示す。

建築基準法では、建築物を適切に維持管理し安全を確保するため、建築物の所有者又は管理者に

対し、損傷や腐食等の劣化状況について、定期に、一級建築士等による調査・点検を実施させなけ

ればならないとしている（建築基準法第12条）。対象施設・設備、及び調査・点検の項目・方法・

判定基準は、国土交通省告示において定められている。

２ 外壁

１ 屋根・屋上

３ 内部仕上げ

５ 機械設備

４ 電気設備

５ 機械設備

４ 電気設備

２ 外壁

３ 内部仕上げ

で囲む項目以外
についても、指摘が
あれば特記事項に
記入する。

劣化状況調査票の項目
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Ａ 概ね良好

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し）

Ｄ

早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

（躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

良好

劣化

評価 基準

目視による評価【屋根・屋上、外壁】

経過年数による評価
【内部仕上、電気設備、

機械設備】

20年未満

20～40年

40年以上

基準

Ａ

Ｂ

Ｃ

評価

経過年数に関わ
らず著しい劣化
事象がある場合

Ｄ

良好

劣化

≪記入の仕方≫

屋根・屋上、外壁は目視状況により、内部仕上げ、電気設備、機械設備は部位の全面的な改修年

からの経過年数を基本にＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。p.26～31で評価基準を写真事例を用

いて詳細に解説する。なお、寒冷地における写真事例等を加えるなど、必要に応じて地域の状況に

応じた評価基準を作成することが望ましい。

評価基準

健全度の算定

②部位のコスト配分（例）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

100

75

40

評価点

10

①部位の評価点

部位 コスト配分

１ 屋根・屋上

２ 外壁

３ 内部仕上げ

4.2
14.9
21.3

４ 電気設備

５ 機械設備
9.0
16.6

③健全度

総和(部位の評価点×部位のコスト配分)

※100点満点にするためにコスト配分の合計値で割っている。

※健全度は、数値が小さいほど劣化が進んでいる ことを示す。

66計

66÷

健全度とは、各建物の部位について劣化状況を４段階で評価し、100点満点で数値化した評価指

標である。①部位の評価点と②部位のコスト配分を下表のように定め、③健全度を100点満点で算

定する。なお、②部位のコスト配分は、文部科学省の「長寿命化改良事業」の校舎の改修比率算定

表を参考に設定することが考えられる。下表は、同算定表における外装と建具（外部）を合わせて

外壁とし、内装と建具（内部）を合わせて内部仕上げとし、機械設備に昇降機を含め、 「長寿命

化」の改修比率を屋根・屋上と外壁に按分している。（下記例では6％を案分している。）

部位を追加・変更する場合は、適宜コスト配分を設定し直す必要がある（ｐ.58参照）。

（右図「劣化状況調査票」記入例における健全度計算例）

１ 屋根・屋上

２ 外壁

３ 内部仕上げ

４ 電気設備

５ 機械設備

評価

Ｃ
Ｄ
Ｂ
Ａ
Ｃ

評価点

40
10
75
100
40

×
×
×
×
×

配分

4.2
14.9
21.3
9.0
16.6

＝
＝
＝
＝
＝

168
149

1,598
900
664

計 3,479

÷ 66

53健全度

→
→
→
→
→
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年度）

㎡ 地上 3 階 地下 0 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ アスファルト露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 □ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） ■ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

□ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 ■ 塗仕上げ ■ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り ■ 外壁から漏水がある

□ 金属系パネル ■ 塗装の剥がれ

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） ■ タイルや石が剥がれている

□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある

■ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある

□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

□ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 ■ 老朽改修 大規模改造

（床・壁・天井） □ エコ改修

（内部建具） □ トイレ改修

（間仕切等） □ 法令適合

（照明器具） □ 校内ＬＡＮ

（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策

□ 防犯対策

□ 構造体の耐震対策

□ 非構造部材の耐震対策

□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 ■ 分電盤改修

□ 配線等の敷設工事

■ 昇降設備保守点検 指摘無し

□ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修

□ 排水配管改修

■ 消防設備の点検 指摘への対応済み

□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）
外壁の劣化が進んでいます。ひび割れ剥がれが多数見られます。　舗装面に段差があり危険な状況です。 健全度

52

Ｃ
H27

Ａ
H18

H22

評価

H5

Ｂ

部位 改修・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項）

多数

H3 外壁改修 5 北側の劣化

Ｄ

H10 耐震補強

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

H7 防水改修 EXP.J金物に
脱落がある

Ｃ

2

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 2,562 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

昭和44 年度（ 1969

調査日 平成28年9月20日

建物名 校舎 記入者 ○○

通し番号 xxxx-xx-x

学校名 Ａ学校 学校番号 1301

棟番号 1 建築年度

100点

≪記入例≫

調査日、記入者を記入する。

p. 30～31
参照

p.26～29
参照

p. 24
参照

劣化状況調査票

12条点検等で４段階の劣化状況評価に

影響を及ぼすような指摘事項がある場

合は特記事項欄に記入する。

履歴がある項目に■チェック

し、実施年度及び特記事項

を記入する。

令和4年9月28日
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評価基準：屋根・屋上

≪解説≫

≪点検項目≫

✓ 最上階の天井において、降雨時やその

翌日の雨漏りがないか。または、雨漏

りが原因と思われるシミやカビがない

か。

✓ 防水面において、膨れ・剥がれ・破

れ・穴開きなどがないか。

✓ 金属屋根においては、錆・損傷・腐食

などがないか。

✓ 上記のような劣化事象の箇所数を記入。

≪点検の留意点≫

✓ ルーフドレイン（屋上排水口）や排水

溝は、緩い勾配がつけられている屋上

で、最も低い部分で、土砂などが溜ま

りやすくなっており、ここが詰まると

屋上に水溜りができてしまい、劣化が

進み、漏水が発生する恐れがある。

✓ 目視だけでなく歩行により、浮きや水

ぶくれ等がないか確認する。

✓ パラペット立上り部分の防水端部で、

剥がれ等が無いか確認する。

✓ 屋内運動場の屋根は、容易に登れない

場合は隣接する校舎の屋上等から観察

する。

✓ １箇所の劣化事象だけでなく、全体の

経年状況等を踏まえる。

✓ 現状のまま放置すると、他の場所でも

同じように劣化が進行する可能性があ

る場合は評価を１段階引き下げる。

✓ 現状として、降雨時に複数箇所で雨漏

りしている場合をD評価とする。判断

を雨漏り痕で行う場合は概ね10箇所以

上をD評価とする。ただし、屋上防水

は改修済でも、天井ボードは既存のま

まとなっている学校が多く、見極める

必要がある。

良好

Ａ Ｂ

ｱｽﾌｧﾙﾄ
保護防水

ｱｽﾌｧﾙﾄ
露出防水

シート
防水

塗膜防水

金属板
（長尺、
折板、

平葺き）

仕様
評価

部分的にふくれ、しわ、
変質（スポンジ状）、排水
不良がある。

部分的に、ひび割れ、変
質、排水不良、目地シー
リングの損傷がある。

部分的に、ふくれ、変質
（摩耗）、排水不良がある。

部分的に、ふくれ、しわ、
変質（摩耗）、排水不良
がある。

部分的に、塗装のはが
れ、さび、変質、シーリン
グ材のひび、金物のさび
がある。

目視状況を写真事例に照らしてＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）
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劣化

Ｃ Ｄ

広範囲に、ひび割れ、変質、排水不良、土砂の堆積、雑
草、目地シーリングの損傷が見られ、
最上階天井に漏水痕がある。

広範囲に、損壊、幅広のひび割れ、排水不良があり、
最上階天井に漏水が複数箇所ある。

広範囲に、ひび割れ、変質（摩耗）、排水不良、土砂の堆
積、雑草が見られ、最上階天井に漏水痕がある。

広範囲に、破断、損壊、下地露出、幅広のひび割れがあり、
最上階天井に漏水が複数箇所ある。

広範囲に、ふくれ、しわ、穴あき、変質（摩耗）、排水不良、
土砂の堆積、雑草が見られ、最上階天井に漏水痕があ
る

広範囲に、破断、めくれ、下地露出があり、
最上階天井に漏水が複数箇所ある

広範囲に、塗装のはがれ、さび、変質、シーリング材の
ひび、取付金物のさび、部分的な腐食・損壊があり、
最上階天井に漏水痕がある。

広範囲に、さび、はがれ、腐食、取付金物の損壊があり、
最上階天井に漏水が複数箇所ある。

拡大

広範囲に、ふくれ、しわ、穴あき、変質（摩耗）、排水不良、
土砂の堆積、雑草が見られ、最上階天井に漏水痕がある。

広範囲に、破断、めくれ、下地露出があり、
最上階天井に漏水が複数箇所ある。

27



≪解説≫

良好

Ａ Ｂ

塗り
仕上げ

タイル張り
石張り

金属系
パネル

セメント系
パネル

窓
（サッシ）

仕様
評価

評価基準：外壁

≪点検項目≫

✓ 外壁において、コンクリートが剥落し、

鉄筋が露出している箇所はないか。

✓ 外壁の室内側において、雨漏りと思わ

れるシミ垂れや塗装の剥がれがないか。

また、降雨時や翌日に床面に水溜りが

できてないか。

✓ 外装材（モルタル・タイル・吹き付け

材などの仕上げ材）の亀裂、浮き、剥

離、ひび割れ及び破損などがないか。

✓ 建具枠、蝶番などの腐食、変形、ぐら

つきなどがないか。

✓ 窓枠と外壁との隙間に施されている

シーリング材に硬化、切れ、剥がれな

どがないか。

✓ 上記のような劣化事象の箇所数を記入。

≪点検の留意点≫

✓ 目視によって外壁の状況を確認する。

大きな損傷、変形、腐食などがないか

を確認する。

✓ 外壁のタイル、モルタルなどに剥落や

ふくれ、浮きを発見した場合は、直ち

に、周囲に立ち入りできないよう措置

を行う。また、部分的に打診による浮

きの確認をすることが望ましい。

✓ スチールサッシは、錆の影響による開

閉不良・鍵の破損等について確認する

必要がある。

✓ 現状として降雨時に複数箇所で雨漏り

している場合をD評価とする。判断を

雨漏り痕で行う場合は概ね10箇所以上

をD評価とする。

✓ 鉄筋の露出は、概ね５箇所以上をD評

価とする。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

部分的に、ひび割れ・変
質・浮き・さび汁がある。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

部分的に、ひび割れ・変
質・欠損・シーリング材の
ひびがある。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

部分的に、ひび割れ・変
質・浮き・はらみ・さび
汁・シーリング材のひび
がある。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

部分的に、さび・変質・
シーリング材のひびが
ある。

良好
（汚れている程度）
（改修後10年以内）

部分的に、変形・変質・
シーリング材の硬化。

目視状況を写真事例に照らしてＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。
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劣化

Ｃ Ｄ

広範囲に、ひび割れ・変質・シーリング材のひび・取付金
物のさびがあり、小規模な漏水がある。

欠落・ぐらつき・取付金物の腐食・シーリング材の欠落があり、
内部の床に水たまり、漏水が複数箇所ある。

広範囲に、ひび割れ・亀甲状のひび割れ・変質・浮き・剥
がれ・さび汁があり、小規模な漏水がある。

広範囲に、剥落・爆裂・幅広のひび割れがあり、
内部の床に水たまり、漏水が複数箇所ある。

広範囲に、ひび割れ・変質・浮き・はらみ・さび汁・シーリ
ング材のひびがあり、小規模な漏水がある。

広範囲に、さび・変質・シーリング材のひび・取付金物の
さびがあり、小規模な漏水がある。

広範囲に、さび・腐食・ぐらつき・取付金物の腐食があり、
内部の床に水たまり、漏水が複数箇所ある。

全体的に、変形・変質・さび・シーリングの硬化・ひび割
れが見られる。

全体的に腐食・損壊・開閉不良があり、漏水がある。

広範囲に、剥落・爆裂・幅広のひび割れがあり、
内部の床に水たまり、漏水が複数箇所ある。
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評価基準：内部仕上、電気設備、機械設備（給排水衛生、冷暖房換気）

≪解説≫

内部仕上と設備は修繕・改修や点検の

履歴を基に、経過年数により４段階で評

価することを基本とする。ただし、現地

目視により、右頁にあるような事象があ

れば、それらも加味して総合的に評価す

ること。

対象となる部位、及びＣ／Ｄ評価に該

当する事象例を右表に示す。

該当する部位

内部
仕上

電気設備

機械設備

⚫ 床、壁、天井

⚫ 内部開口部（扉、窓、防火戸）

⚫ 室内表示、手すり、固定家具など

⚫ 建物内の分電盤・配線・配管
（電灯・コンセント設備）
（弱電設備）

受変電設備、自家発電設備、幹線設備は、
学校施設の共用設備のため対象外とする。

受水槽、高置水槽、浄化槽、各種ポンプ、
屋外配管は、共用設備のため対象外とする。

⚫ 照明器具、衛生器具、冷暖房器具

⚫ 建物内の給水配管・給湯配管・排水配管・
  ガス配管

部位の全面的な改修年からの経過年数を基本にＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。

≪点検項目≫

✓ 内部においては、床・壁・天井のコン

クリートの亀裂やボード類の浮きや損

傷などがないか。

✓ 天井ボードの落下や床シートの剥がれ

などにより安全性が損なわれていると

ころがないか。

✓ 設備機器においては、機器や架台に

錆・損傷・腐食などがないか。

✓ 設備機器に漏水・漏油などがないか。

✓ 給水設備においては、使用水に赤水や

異臭がないか。

✓ 機器から異音はしていないか。

✓ 保守点検や消防の査察などで是正措置

等の指摘がないか。

≪点検の留意点≫

✓ 目視によって状況を確認する。大きな

損傷、変形、腐食などがないかを確認

する。

✓ 受変電設備等の高圧機器は、フェンス

の外から目視により確認する。

✓ 施設管理者からのヒアリングも有効。

✓ 目視で評価する場合、複数台あるうち、

１台の機器の劣化事象だけで判断する

のではなく、設備全体として評価する。
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ＣまたはＤの事象（例）

床のひび割れ床仕上げの剥がれ 天井材の落下・剥がれ

⚫ 内部仕上げと設備機器について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）にわたって行った

改修工事の実施年度を基準とし、経過年数で評価する。

（対象外の工事の例）

・特定の教室のみの改修

・天井張替え、壁の塗り替え、照明器具交換など、部位、機器のみの改修工事

⚫ 広範囲（25％以上の面積）または随所（5か所以上）に劣化事象がみられる場合は、評価を１段

階下げることを目安とする。

⚫ 建物内の分電盤・配線・配管について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）にわたって

行った改修工事の実施年度を基準とし、経過年数で評価する。

（対象外の工事の例）

・受変電設備の更新

・防災設備、放送設備など、単独設備の更新

（評価例）

・視聴覚室やコンピューター室などの改修（整備）はしているが、他の部分は40年以上経過して

いる場合は、Ｃ評価

⚫ 建物内の給水配管・給湯配管・排水配管について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）

にわたって行った改修工事の実施年度を基準とし、経過年数で評価する。

（対象外の工事の例）

・部分的な修繕等

（評価例）

・給水配管の更新済みで、排水配管は40年以上経過してる場合は、Ｃ評価

・給排水配管を一度も更新せず、40年以上経過している場合は、Ｄ評価
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調査４調査４ 整備レベルの把握（任意作業）

現状の学校施設に望まれる機能や性能は、学校の設置当初と比べ、大きく変容している。このた

め、計画では劣化状況への対応に加え、施設の整備レベル向上への対応が必要となる。

今後の学校教育環境として求められる整備レベルを検討するため、現状の整備レベルを把握・評

価する。把握項目は、各地方公共団体が学校施設の目指すべき姿などを踏まえて設定する。

評価基準

達成度の算定

健全度と同様の方法で現状整備レベルの達成度を算定する。評価点は項目すべてが「Ⅴ.全て対

応」の時に100点、項目すべてが「Ⅰ.未対応」の時に0点となるように割り振り、点数が高いほど

達成度が高いという評価を行う。

① 達成度ごとの評価点 ② 点数の計算

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

0
25
50

評価点

75
Ⅴ 100

評価点×重みづけの総和÷重みづけ合計

評価点の総和を評価した項目数で割ることで、項

目数が変わっても、項目全てが「Ⅴ.全て対応」の時

に100点、項目全てが「Ⅰ.未対応」の時に0点となる。

把握項目

把握項目の設定にあたっては、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」の「構造躯

体以外の劣化状況等の評価」を参照するなどして検討する。

例）・省エネ、脱炭素 ・バリアフリー ・ＩＣＴ ・学習環境等の整備（※）

・エレベーター ・トイレ環境 ・アスベスト対策 ・防犯

・非構造部材の耐震対策・ 防災 等

※ 少人数教室対応など新たなスペースの追加や防音工事等

把握項目ごとに現在の達成状況を段階評価する。

例） ・未改修で目標を達成していない …  Ⅰ.未対応                             0％

・一部分のみ目標を達成している …  Ⅱ.部分的に対応               25％

・半分は目標を達成 … Ⅲ.半分まで対応 50％

・一部の箇所だけが未達成 …  Ⅳ.部分的に未対応             75％

・全ての箇所で目標達成している …  Ⅴ.全て対応             100％

省エネ・脱
炭素

バリアフ
リー

ICT
学習環境
等の整備

エレベー
ター

アスベスト
対策

非構造部
材の耐震

化
トイレ環境 防災 防犯 総合計

重みづけ
合計

評価点
（達成度）
（総合計÷

重みづけ合計）

1 1 1 1 1 1 1 3 1 1

Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 0 12 0

Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 1200 12 100

項目数が変わっても、

全てⅠなら0点、

全てⅤなら100点

評価項目は例。

10項目まで任意

に設定可能。

かかるコストや

重要性などから重みづけ

することが考えられる。
点数付けの

考え方の例示

評価点×
重みづけ
の総和

総合計
（評価点
×重みづ
けの総和）
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基準

第1小学校 校舎01 1 学校教育施設 小学校 校舎 RC 2 781 1959 S34 64

第1小学校 校舎02 2 学校教育施設 高等学校 校舎 RC 3 1,851 1959 S34 64

第1小学校 体育館 3 学校教育施設 小学校 体育館 S 3 2,024 1960 S35 63

第1中学校 校舎01 4 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 2,312 1961 S36 62

第1中学校 校舎02 5 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 954 1961 S36 62

評価点
（100点
満点）

整備レベル建物基本情報

施
設

中
分
類

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

西
暦

和
暦

築
年
数

地
域
・
学
区

棟
の
用
途

区
分

建築年度

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

管
理
運
営
状
況

地
下

地
上

用途区分

施
設

大
分
類

階数

学
校
調
査
番
号

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

整備レベル重み付け

基準 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

第1小学校 校舎01 1 学校教育施設 小学校 校舎 RC 2 781 1959 S34 64 Ⅴ Ⅴ Ⅱ Ⅳ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 83

第1小学校 校舎02 2 学校教育施設 高等学校 校舎 RC 3 1,851 1959 S34 64 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36

第1小学校 体育館 3 学校教育施設 小学校 体育館 S 3 2,024 1960 S35 63 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58

第1中学校 校舎01 4 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 2,312 1961 S36 62 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93

第1中学校 校舎02 5 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 954 1961 S36 62 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50

非
構
造
部
材
の
耐
震
化

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

評価点
（100点
満点）

防
災

ト
イ
レ
環
境

整備レベル

防
犯

建物基本情報

施
設

中
分
類

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

西
暦

和
暦

築
年
数

地
域
・
学
区

棟
の
用
途

区
分

建築年度

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

管
理
運
営
状
況

地
下

地
上

バ
リ
ア
フ
リ
ー

I
C
T

学
習
環
境
等
の
整
備

用途区分

施
設

大
分
類

階数

学
校
調
査
番
号

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

用途区分

≪記入の仕方≫

建物情報一覧（調査4の完成イメージ）

目標とする整備レベルの設定 （各地方公共団体ごとに設定）

Ⅰ：未対応 Ⅲ：半分まで対応 Ⅴ：全て対応
Ⅱ：部分的に対応 Ⅳ：部分的に未対応

「①建物情報入力表」シートに任意の項目を記入し、評価基準に基づいてⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴの

5段階で評価する。記入に基づき、100点満点で達成度が算定される。

平屋建ての建物におけるエレベーターのように、「不要」「該当しない」などの場合は「-（ハ

イフン）」を記入する。なお、ここでの評価結果は今後の維持・更新コストに反映されない。別途

「⑤その他の事業費」シートにおいて、機能向上にかかるコストを積算する。（ｐ.71参照） 

どのような仕様にするか、どのような

設備や機能を取り入れるかなどについて、

各地方公共団体が目標とするところを明

確にしたうえで、具体的に評価する。

≪記入例≫

断熱性能の向上

☑ 屋上の断熱
☑ 壁面の断熱
☑ 開口部の断熱   
□ 暖冷房区画の

  設置
□ 1階床の断熱

エネルギーの
効率的な利用

☑ ＬＥＤ照明
☑ 人感センサー
☑ 高効率空調
☑ 太陽光発電設備

  

…
 

 

例） 省エネ・脱炭素

調査4では、この範囲を

記入する
整備レベル重み付け

基準 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

第1小学校 校舎01 1 学校教育施設 小学校 校舎 RC 2 781 1959 S34 64 Ⅴ Ⅴ Ⅱ Ⅳ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 83

第1小学校 校舎02 2 学校教育施設 高等学校 校舎 RC 3 1,851 1959 S34 64 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36

第1小学校 体育館 3 学校教育施設 小学校 体育館 S 3 2,024 1960 S35 63 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58

第1中学校 校舎01 4 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 2,312 1961 S36 62 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93

第1中学校 校舎02 5 学校教育施設 中学校 校舎 RC 2 954 1961 S36 62 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50

非
構
造
部
材
の
耐
震
化

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

評価点
（100点
満点）

防
災

ト
イ
レ
環
境

整備レベル

防
犯

建物基本情報

施
設

中
分
類

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

西
暦

和
暦

築
年
数

地
域
・
学
区

棟
の
用
途

区
分

建築年度

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

管
理
運
営
状
況

地
下

地
上

バ
リ
ア
フ
リ
ー

I
C
T

学
習
環
境
等
の
整
備

用途区分

施
設

大
分
類

階数

学
校
調
査
番
号

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

用途区分

「①建物情報入力表」シート
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改修履歴　凡例

大 長 中 耐 部 部 部 部 部 部 部 部 部 部
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△

△

△
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冷
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気
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ト
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外
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備

大
規
模
改
修

長
寿
命
化
改
修

中
規
模
改
修

耐
震
改
修

改修年度

調査５調査５ 改修履歴の把握（任意作業）

調査５では、過去の工事を対象棟や対象部位に分けて整理することで、「建物情報一覧」に表示

する。棟ごとに、部位の大半を改修した時期や、修繕や更新が望ましい年限を越えている建物（改

修の積み残し）の抽出、劣化状況と改修履歴の関連性の把握が可能になる。

改修履歴は部位の全面的な更新年を扱う。例えば屋根・屋上について、漏水箇所の補修ではなく、

屋上防水改修を扱う。

調査5では、この範囲を

記入する。

「①建物情報入力表」シート

大規模な改修の実施状況や計画的な保全が望ましい部位・設備の更新等の状況について、既存

の資料を用い、改修内容・改修範囲・部位・工事費などを元に改修履歴を分析、整理する。部位

の過半が改修されたことが分かる工事について、「改修年度」欄に、その実施年度を記入する。

工事の規模・内容等については、工事台帳等の改修費や工事名称で判断する。工事台帳等のデー

タが無い場合には、学校施設台帳の改修履歴、備考欄等が使用できる場合もある。

この調査の目的は、建物・部位の改修後の経過年数の考慮による劣化状況把握の精度向上であ

る。今後、計画の進捗とともに、実施した工事のデータを蓄積し、計画の精度を上げていくこと

が望ましい。
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凡例

大 長 予 耐 屋 壁 内 電 機
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◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 大 ● ● ●
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2つ以上の改修が
重複した場合、

左側の項目が優先
的に表示される
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「①建物情報入力表」
シート

建物情報一覧（調査5の完成イメージ）

2014

① 項目（工事の種類）を設定する

② 一覧表示用の凡例を設定する

③ 棟ごと、部位ごとに、改修の実施年を西暦で記入する。

④ 同一年度に複数工事が重なった場合は、左側の項目（工事の種類）が優先

的に一覧に表示される。凡例は変更が可能なため、新たな工事名を設定す

ることもできる。

凡例

大 長 予 耐 屋 壁 内 電 機
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1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1228

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
250000
1229

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
250000
1230

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

250000
1231

学校教
育施設

中学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ●

4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
250000
1233

学校教
育施設

中学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1234

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
250000
1235

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
250000
1236

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

250000
1237

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
250000
1238

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
250000
1239

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

備考

改修履歴

20年前
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ステップ

３３ 今後の維持・更新コストの把握今後の維持・更新コストの把握

出力データ③ 「建物情報一覧」

調査１、２、３、４、５を実施すると出力データ③として「建物情報一覧」が完成する。

「建物情報一覧」は、対象建物の基本情報、構造躯体の健全性、躯体以外の劣化状況、整備レベ

ル、改修履歴を一覧表として整理したものである。「建物情報一覧」により、長寿命化改修に適さ

ない可能性のある建物、劣化が進んでいる建物を抽出するなど、学校全体の状況を見える化でき、

横断的に分析できる。本表を用いて、今後の維持更新コストを算定する。

調査１調査１ 対象建物の整理

：築30年以上

：築50年以上

構造躯体の
健全性

調査２調査２

：低圧縮強度

老朽化老朽化 長寿命化可否長寿命化可否

・躯体に問題
は無いか

判断軸

・残使用
年数

Ｃ ：広範囲に
  劣化

Ｄ ：早急に対応
が

基準 2015

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001

157
小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 46 旧 済 済 H10 24.9 長寿命 C D B A C 52

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 46 旧 済 済 H10 26.2 長寿命 A A C C C 62

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 13 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 1970 S45 45 旧 済 済 H10 25.3 長寿命 D D C A C 37

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1
2204001

161
小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 51 旧 済 済 H7 13.1 要調査 D D D D D 10

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2
2204001

162
小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 45 旧 済 済 H7 27.4 長寿命 D D C A C 37

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17
2204001

163
小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 35 旧 済 - H7 25.8 長寿命 B B B B B 75

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7
2204001

164
小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 43 旧 済 - - - 長寿命 C C C C C 40

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1
2204001

165
小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 45 旧 済 済 H26 18.5 長寿命 B C C B B 52

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2
2204001

166
小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 43 旧 済 済 H26 18.7 長寿命 C C B D A 56

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3
2204001

167
小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 44 旧 済 済 H26 23.1 長寿命 C C D B C 33

012 1025 Ｄ小学校 校舎１ 31
2205001

168
小学校 校舎 RC 3 3,807 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

013 1025 Ｄ小学校 校舎２ 32-1,2
2205001

169
小学校 校舎 RC 3 3,565 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

014 1025 Ｄ小学校 体育館 33
2205001

170
小学校 体育館 RC 2 2,155 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A C A B B 76

015 1013 Ｅ小学校 校舎１ 2-1
2206001

171
小学校 校舎 RC 4 1,417 1978 S53 37 旧 済 - H13 19.8 長寿命 A D B C C 50

016 1013 Ｅ小学校 校舎２ 3-1,2
2206001

172
小学校 校舎 RC 4 3,171 1978 S53 37 旧 済 済 H13 12.5 要調査 C D B C C 44

017 1013 Ｅ小学校 校舎３ 5-1,2
2206001

173
小学校 校舎 RC 4 2,066 1978 S53 37 旧 済 済 H13 23 長寿命 D D B C C 42

018 1013 Ｅ小学校 体育館 6
2206001

174
小学校 体育館 S 1 764 1979 S54 36 旧 済 済 - - 長寿命 C B B B B 72

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

築年
数

耐震安全性 長寿命化判定 屋
根
・
屋
上

外
壁基準 診断 補強

調査
年度

西暦

健全度
（100点

満点）
学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

試算上
の区分

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある：築30年以上：築50年以上

建物情報一覧表

平成29年3月 解説書付属エクセルソフト

38.0 -

95,143 ㎡2023年3月31日時点 延床面積計　48棟

西
暦

≪参考≫
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1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1228

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
250000
1229

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
250000
1230

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、2-
1、2-2

250000
1231

学校教
育施設

中学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ●

4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
250000
1233

学校教
育施設

中学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01 1-1、2
250000
1234

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
250000
1235

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
250000
1236

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、2-
1

250000
1237

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施

1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
250000
1238

学校教
育施設

小学校 校舎
教育施
設課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
250000
1239

学校教
育施設

小学校 体育館
教育施
設課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

備考

改修履歴

20年前

劣化状況評価 整備レベル

学
校
調
査
番
号

地
域
・
学
区

管
理
運
営
状
況

施
設
名

建
物
名

棟
番
号

固
定
資
産
台
帳
番

号

用途区分

所
管
課

構
造

階数 延
床
面
積

（
㎡

）

建築年度

築
年
数

耐震安全性 長寿命化判定 学
習
環
境
等
の
整
備

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

試
算
上
の

区
分

非
構
造
部
材
の
耐
震
化

ト
イ
レ
環
境

防
災

防
犯

達成度
（100点
満点）

調
査
年
度

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
開
口
部

内
部
仕
上

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

冷
暖
房
換
気
設
備

健全度
（100点
満点）

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

バ
リ
ア
フ
リ
ー

I
C
T

施
設

大
分
類

施
設

中
分
類

棟
の
用
途

区
分

地
上

地
下 西暦

和
暦

基
準

診
断

補
強

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

耐
力
度

10年前

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
2
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
2
2

構造躯体の健全性建物基本情報

躯
体
の
状
態

2
0
0
9

基準 2015

001 1301 Ａ小学校 校舎１ 1
2203001

157
小学校 校舎 RC 3 2,562 1969 S44 46 旧 済 済 H10 24.9 長寿命 C D B A C 52

002 1301 Ａ小学校 校舎２ 5
2203001

158
小学校 校舎 RC 3 1,525 1969 S44 46 旧 済 済 H10 26.2 長寿命 A A C C C 62

003 1301 Ａ小学校 校舎３ 18-1,2
2203001

159
小学校 校舎 RC 4 1,179 2002 H14 13 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

004 1301 Ａ小学校 体育館 19-1,2,3
2203001

160
小学校 体育館 RC 4 1,408 1970 S45 45 旧 済 済 H10 25.3 長寿命 D D C A C 37

005 1302 Ｂ小学校 校舎１ 2-1
2204001

161
小学校 校舎 RC 3 1,819 1964 S39 51 旧 済 済 H7 13.1 要調査 D D D D D 10

006 1302 Ｂ小学校 校舎２ 2-2
2204001

162
小学校 校舎 RC 3 1,744 1970 S45 45 旧 済 済 H7 27.4 長寿命 D D C A C 37

007 1302 Ｂ小学校 校舎３ 17
2204001

163
小学校 校舎 RC 3 911 1980 S55 35 旧 済 - H7 25.8 長寿命 B B B B B 75

008 1302 Ｂ小学校 体育館 7
2204001

164
小学校 体育館 S 2 668 1972 S47 43 旧 済 - - - 長寿命 C C C C C 40

009 1303 Ｃ小学校 校舎１ 1
2204001

165
小学校 校舎 RC 3 3,010 1970 S45 45 旧 済 済 H26 18.5 長寿命 B C C B B 52

010 1303 Ｃ小学校 校舎２ 2
2204001

166
小学校 校舎 RC 3 1,750 1972 S47 43 旧 済 済 H26 18.7 長寿命 C C B D A 56

011 1303 Ｃ小学校
体育館・特別
教室棟

3
2204001

167
小学校 体育館 RC一部S 2 789 1971 S46 44 旧 済 済 H26 23.1 長寿命 C C D B C 33

012 1025 Ｄ小学校 校舎１ 31
2205001

168
小学校 校舎 RC 3 3,807 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

013 1025 Ｄ小学校 校舎２ 32-1,2
2205001

169
小学校 校舎 RC 3 3,565 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A B A B B 86

014 1025 Ｄ小学校 体育館 33
2205001

170
小学校 体育館 RC 2 2,155 1997 H9 18 新 - - - - 長寿命 A C A B B 76

015 1013 Ｅ小学校 校舎１ 2-1
2206001

171
小学校 校舎 RC 4 1,417 1978 S53 37 旧 済 - H13 19.8 長寿命 A D B C C 50

016 1013 Ｅ小学校 校舎２ 3-1,2
2206001

172
小学校 校舎 RC 4 3,171 1978 S53 37 旧 済 済 H13 12.5 要調査 C D B C C 44

017 1013 Ｅ小学校 校舎３ 5-1,2
2206001

173
小学校 校舎 RC 4 2,066 1978 S53 37 旧 済 済 H13 23 長寿命 D D B C C 42

018 1013 Ｅ小学校 体育館 6
2206001

174
小学校 体育館 S 1 764 1979 S54 36 旧 済 済 - - 長寿命 C B B B B 72

通し
番号

学校
調査
番号

施設名 建物名 棟番号

建築年度

和暦

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

築年
数

耐震安全性 長寿命化判定 屋
根
・
屋
上

外
壁基準 診断 補強

調査
年度

西暦

健全度
（100点

満点）
学校
種別

建物
用途

固定資
産台帳
番号

用途区分

構造 階数
延床
面積
（㎡）

試算上
の区分

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある：築30年以上：築50年以上

建物情報一覧表

躯体以外の
劣化状況

調査３調査３

「建物情報一覧」の読み取り方の例

【躯体以外の劣化状況】

健全度40点未満なら長寿命化改修等の対策を優先的に講じることが望ましい。

健全度の点数に関わらず、Ｃ、Ｄ評価の部位は、修繕・改修が必要。

【整備レベル】

達成度が他棟よりも低ければ、改修時に整備レベルを向上することが望ましい。

重点的に整備を進めたい項目がⅠやⅡになっていれば、早期の対応検討が必要。

【改修履歴】

改修未実施か実施年が古い場合は、築年数と目標使用年数を照らし合わせ、長寿

命化改修や予防改修、部位改修の時期及び実施内容を検討する必要がある。

Ⅰ：未対応 Ⅳ：部分的に
未対応

Ⅴ：全て対応
Ⅱ：部分的に対応
Ⅲ：半分まで対応

整備
レベル

調査４調査４

改修履歴

調査５調査５

劣化状況劣化状況

年以内に
改修が必要か

棟ごとに

具体的な対応策

が検討できる

棟ごとに

具体的な対応策

が検討できる
・未対応や部分対応
が残っているか

・未改修の部位があるか

これまでの改修状況これまでの改修状況

Ｃ ：広範囲に
  劣化

Ｄ ：早急に対応
が必要

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に
  劣化

劣化状況劣化状況

・直近で
改修が必要か

機能向上の要否機能向上の要否

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

：令和5年3月 解説書付属エクセルソフトで
新たに追加した項目

長：長寿命化改修
予：予防改修

耐：耐震改修
：部位改修 ：築40年以上

：築39年以下
大：大規模改修
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≪記入の仕方（コスト算定条件）≫

ステップ１は、H29解説書の考え方で作成する参考データであり、p.39 , p64 に示す施設関連経

費や更新周期、改築単価を記入する。ステップ３は、p.42 に示す長寿命化のイメージ等に基づき、

各シナリオの条件設定により更新周期を複数案設定し、部位改修の単価設定を行って躯体以外の劣

化部位の直近の改修費を算定する。具体的には、p.39～40 に示す周期や単価等の設定に基づいて

エクセルソフトが自動で算定するため、これらのコスト算定条件を変更することにより様々な試算

が可能であり、現実に近い条件で、改修等の基本方針や整備レベルを検討する際に活用できる。

⚫ 築年数に応じた時期に、現状と同じ延床面積で改築・改修を行うものと設定

⚫ 改築は３年、長寿命化改修は２年に工事費を均等配分、予防改修は単年度で計上

⚫ 改築及び長寿命化改修の実施年を越えている建物は、今後10年以内にそれらを実施するもの

とし、該当コストを任意に設定した年数で割ったものを均等に計上

⚫ 長寿命化改修の実施が可能かどうかを建物毎に判定し、改修周期を設定

① 長寿命化可能な建物（試算上の区分が「長寿命」の建物）は、築40年に長寿命化改修、

20年周期で予防改修、80年に改築を実施するか、または築45年に長寿命化改修、15年周

期で予防改修、築90年に改築と設定

② 長寿命化可能な建物で、基準年時点で築40年を超えている建物は、今後10年以内に長寿

命化改修を実施すると設定

③ 長寿命化改修が実施できない建物（試算上の区分が「要調査」「改築」または未記入の建

物）は、長寿命化改修を実施せずに改築（改築までは20年又は15年周期で予防改修を実

施）すると設定

⚫ 今後３年以内にＤ評価の部位の修繕を、今後５年以内にＣ評価の部位の修繕を実施すると設

定する。 ただし、改築、長寿命化改修、予防改修を今後10年以内に実施する場合を除く

⚫ 今後10年間に長寿命化改修を実施する建物は、「④算定条件」シートの工事期間の設定にお

いてA評価欄に「10｣を入力することで、長寿命化改修費からA評価の部位改修相当額を差し

引くよう設定されている（「10」の入力を削除し、差し引かないようにすることも可能）。

⚫ プール、グラウンド及び共用設備（受変電、自家発、受水、排水）等は、必要に応じて別途、

費用を計上する。（「その他施設整備費」表に費用を記入し、その金額を基にグラフを作成

する。）

≪コスト算定方法≫

ステップ１では、出力データ②≪今後の維持・更新コスト（従来型）≫を作成するため、更新周

期、改築単価及び過去の施設関連経費を記入する。

ステップ３では、出力データ④≪今後の維持・更新コスト≫を作成するため、改築、長寿命化改

修、予防改修の周期と単価、部位改修の単価等を記入する。

⚫ 改築、長寿命化改修、予防改修のコストはシナリオで設定した年数で、工種別の㎡単価と延

床面積をかけあわせて算定する。

⚫ 部位改修は直近10年間に改築、長寿命化改修、予防改修の予定が無い場合に、劣化評価がＣ

評価またはＤ評価の部位について、部位ごとの㎡単価と延床面積をかけあわせて算定する。

複数個所の部位の劣化評価がＣ評価もしくはＤ評価である場合は全て積み上げて計上する。

⚫ 設定した工期内でコストを均等に割り振る。（詳細はｐ.73～74）

【コスト算定の考え方の例（エクセルソフトの初期設定の考え方であり、各教育委員会で変更可能）】
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ステップ１の記入表

試算シナリオ（目標使用年数・改修周期）の設定

出力データ②≪今後の維持・更新コスト（従来型）≫を作成するため、「⑤その他の事業費」シー

トにおいて過去10年分の施設関連経費を記入する。この表は「②築年別整備状況」シートの従来型グ

ラフと連動している。経常修繕費は軽微な補修・修繕等や日常的な維持管理に必要となる経常的なコ

ストを示す。

ステップ３の記入表

基準年度は「建物情報一覧」作成時点のこと。築年数の基準として用いる。

計画の起算年度はコスト試算の初年度のこと。

シナリオは、建物に設定する目標使用年数とその間の工事のサイクル設定を指す。初期設定で

は改築型の60年、70年改築と、長寿命化型の80年、90年改築のシナリオがサンプルとして入って

いるが、任意で設定を変えて使用できる。

以下の記入表において「1.現在の建物に対する設定」欄では、既存の建物の目標使用年数、長

寿命化改修の実施年と予防改修のサイクルを設定する。このほかに2種の工事のサイクルが設定で

きる。

「2.改築後の設定」欄では、改築された建物の目標使用年数、長寿命化改修の実施年と予防改

修のサイクルを設定する。

欄は、数値を記入または選択できることを示す。
現在表示している数値は初期設定の状態。

年度

基準年度 2023

計画の起算年度 2024

出力データ④≪今後の維持・更新コスト≫を作成するため、「④算定条件」シートにおいて以下の

設定を行う。

基準年、算定開始年（計画の起算年）の設定

-10 -9 -8 -7 -6 -5 -4 -3 -2 -1
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

新築・改築費
改修

その他施設整備費

維持管理費

光熱水費・委託費

経常修繕費

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

単位：千円

シナリオ（目標使用年数・改修周期）の設定

番号 シナリオ
長寿命化改修

実施年

予防
改修

目標使用
年数

長寿命化改修

実施年
予防改修

1 改築型1 60 年 - 20年周期 80 40 20年周期

2 長寿命化形1 80 年 40 20年周期 80 40 20年周期

3 改築型2 70 年 - 20年周期 80 40 20年周期

4 長寿命化形1 90 年 45 15年周期 80 45 15年周期

5 年

6 廃止等 年 -

目標使用年数

2.改築後の設定1.現在の建物に対する設定

番号 シナリオ
長寿命化改修

実施年

予防
改修

目標使用
年数

長寿命化改修

実施年
予防改修

1 改築型1 60 年 - 20年周期 80 40 20年周期

2 長寿命化型1 80 年 40 20年周期 80 40 20年周期

3 改築型2 70 年 - 20年周期 80 40 20年周期

4 長寿命化型2 90 年 45 15年周期 80 45 15年周期

5 年

6 廃止等 80 年 - 20年周期

1.現在の建物に対する設定

目標使用年数

2.改築後の設定
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≪記入の仕方（単価設定）≫

建物の用途ごと、部位ごとに延床面積あたりの単価を設定する。用途は廃止等を含め15種類、

工種は5種類、部位は10種類設定できる。なお、「廃止等」については固定の項目となっている。

用途は「②築年別整備状況」シートの建物用途分類表で設定した分類が表示される。なお、こ

こで設定する部位名は、「建物情報一覧」の部位の項目名と一致する。ここで設定しない部位は

コストに反映されない。

単価は、過去の工事内容とコストを整理し、部位別のコスト配分を分析することで、設定根拠

を明らかにしておくことが望ましい。
15

廃止等

単価（円）

←廃止の場合は解体費
等を入力

0

重要：

この単価設定欄の部位改修の区分と「建物情報一覧」の劣化状況欄の部位区分はデータが

つながっている。なお、ここで単価を記入しないと、部位の改修コストが算定されない。

その他の設定

シナリオの他、下記の設定ができる。

・積み残し（シナリオ上で設定している改築及び長寿命化改修の実施年を越えている建物の扱い

・部位改修の設定（劣化評価がＣ評価又はＤ評価の部位改修についての設定）

・工事期間の設定（設定した期間内に均等にコストを計上する）

15

廃止等

単価（円/㎡）

0

1 2 3 4

用途 校舎 体育館 武道場 園舎

工事種別 凡例 単価（円/㎡） 単価（円/㎡） 単価（円/㎡） 単価（円/㎡）

工種1 改築 建 400,000 400,000 400,000 400,000

工種2 長寿命化改修 長 240,000 240,000 240,000 240,000

工種3 予防改修 予 100,000 100,000 100,000 100,000

工種4

工種5

↓部位改修　ＣＤ部位の改修費

部位A 15,000 15,000 15,000 15,000

部位B 25,000 25,000 25,000 25,000

部位C 40,000 40,000 40,000 40,000

部位D 20,000 20,000 20,000 20,000

部位E 18,000 18,000 18,000 18,000

部位F

部位G

部位H

部位I

部位J

部位改修総額 118,000 118,000 118,000 118,000

屋根・屋上

外壁

内部仕上

電気設備

機械設備
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第1小学校 校舎01 校舎 RC 2 781 1959 S34 64 6 廃止等 校舎 80 - 20

第1小学校 校舎02 校舎 RC 3 1,851 1959 S34 64
大規模改修

未実施 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1小学校 体育館 体育館 S 3 2,024 1960 S35 63 1 改築型1 体育館 60 - 20

第1中学校 校舎01 校舎 RC 2 2,312 1961 S36 62 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1中学校 校舎02 校舎 RC 2 954 1961 S36 62 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1中学校 体育館 体育館 RC 2 1,188 1961 S36 62 1 改築型1 体育館 60 - 20

第1義務教育
学校

校舎01 校舎 RC 4 1,632 1962 S37 61 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1義務教育
学校

校舎02 校舎 RC 1 1,234 1962 S37 61 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1義務教育
学校

体育館 校舎 RC 2 334 1962 S37 61 1 改築型1 校舎 60 - 20

第1高等学校 校舎01 校舎 RC 3 2,069 1962 S37 61 1 改築型1 校舎 60 - 20

備
考

建築年度

西
暦

和
暦

建
築
年
度

試
算
シ
ナ
リ
オ

建物基本情報
用途区

分

構
造

階数

延
床

面
積

（
㎡

）

施
設
名

建
物
名

棟
の

用
途
区
分

地
上

改
修

サ
イ
ク
ル

単
価
タ
イ
プ

条件（シナリオシート参照）

目
標

使
用
年
数

長
寿
命
化
改
修
の

実
施
築
年

シ
ナ
リ
オ
番
号

ステップ3では、この

範囲を記入する。

≪記入の仕方（棟ごとの条件設定）≫

 「⑥試算1 シナリオ・単価の設定」シートにおいて、棟単位で試算シナリオを記入する。

次に、棟単位で試算シナリオを記入する（p. 72～78 ）。シナリオの記入の際には、旧耐震で圧

縮強度が低い、全体的に劣化している、整備レベル面の対応が残っている、などの特徴から、直近

に対応が必要なのか、長寿命化と改築のどちらが適しているのかを判断し、棟ごとにシナリオ番号

を記入する。

シナリオの設定を変更することにより、複数の試算を行うことができる。

≪記入例≫

ここまでの条件設定では、例えば劣化対応などは直近数年間のいずれかで対応するものとして、便宜上、

工事期間内にコストを等分して計上しているため、この試算結果をもとに、第3章に解説する直近5年から

10年のより精緻な整備方針を検討する必要がある。具体的には、「⑦試算２ 個別の設定シート」におい

て、シナリオに従って算定された計画を各地方自治体の計画に合わせて書き換えていく。 （p. 79～83）

→計画実態← 現在現在

用途区分

築
年
数
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長寿命化改修への転換

改築中心から長寿命化への転換イメージ

長寿命化のイメージに示す目標耐用年数等は一例であり、各教育委員会の実情に応じて

設定することができる。

（建物を良い状態に保ち、躯体の耐用年数まで使う）

（機能・性能の劣化に殆ど対応しないため、使い勝手が悪くなって解体してしまう）

改
築
中
心
の
イ
メ
ー
ジ

長
寿
命
化
の
イ
メ
ー
ジ

経年による

機能・性能の劣化

竣工

40～50年間

改築改築

建物の水準

改築費 改築費

老朽改修
（事後保全的な改修）

老朽改修
（事後保全的な改修）

20 40 60 80 年

経年による機能・性能の劣化

長寿命化改修
（機能向上）

・コンクリート中性化対策
・鉄筋の腐食対策
・耐久性に優れた仕上材へ
の取り替え

・多様な学習内容・学習
形態への対応

予防改修
（原状回復等）

・屋上防水層の全面改修
・外壁改修
・その他長寿命化に資する
工事（躯体のひび割れ、
脆弱部分の補修、ライフ
ラインの更新等）

予防改修
（原状回復等）

・屋上防水層の全面改修
・外壁改修
・その他長寿命化に資する
工事（躯体のひび割れ、
脆弱部分の補修、ライフ
ラインの更新等）

70～80年間

改築

長寿命化改修費
（改築の６割
程度の費用）

建物の水準 予防改修
（予防保全的な改修）

改築費

竣工

予防改修
（予防保全的な改修）

20 40 60 80 年

○ 約20年で経年による機能・性能の劣化した部分を現状回復するとともに、予防保全を

含めた改修を実施

○ 約40年で改築に代わる長寿命化改修を実施し、約80年で改築

→約80年のサイクルの中でのトータルコストを低減

○ 約20年で経年による機能・性能の劣化した部分を事後保全するために老朽改修を実施

○ 約40年で施設全体の機能に相当な支障が発生する水準になった段階で改築を実施

→約80年のサイクルの中で２回の改築コストが必要

42



≪今後の維持・更新コスト（改築型）≫

≪今後の維持・更新コスト（改築型）≫は、シナリオを全て改築型と設定した場合のコストであ

り、≪今後の維持・更新コスト（長寿命化型）≫は長寿命化改修に転換した場合のコスト、≪今後

の維持・更新コスト（さらなる平準化・効率化によるコスト削減効果）≫はさらなる効率的・効果

的な施設整備を目指して、より詳細な直近の整備計画を反映したコストである。シミュレーション

によって全ての建物を改築や長寿命化する場合の必要コストのほか、建物の実態に応じた最大・最

小の改修内容の検討、優先順位付けによる平準化、建物の実態に応じたサイクルや改修内容の見直

し、さらに複合化・共用化等を反映したコストなど、複数案を比較して選択することが可能となる。

出力データ④

ここまでの条件設定を行うことにより、以下のグラフが作成される。

全ての棟について改築型のシナリオを設定した場合

10

20

30

40

50

60

70

80

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20年間

総額 607 億円

30.4 億円/年

30年間

総額 670 億円

22.3 億円/年

直近10年間

総額 476 億円

47.6 億円/年

40年間

総額 964 億円

22.3 億円/年

現在
（単位：億円）

（年度）

3倍

過去の

施設関連経費

8.2億円/年

10

20

30

40

50

60

70

80

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20年間

総額 430 億円

21.5 億円/年

30年間

総額 507 億円

16.9 億円/年

直近10年間

総額 249 億円

24.9 億円/年

40年間

総額 582 億円

16.9 億円/年

現在
（単位：億円）

（年度）

1.8倍

過去の

施設関連経費

8.2億円/年

10

20

30

40

50

60

70

80

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20年間

総額 564 億円

28.2 億円/年

30年間

総額 678 億円

22.6 億円/年

直近10年間

総額 400 億円

40 億円/年

40年間

総額 752 億円

22.6 億円/年

現在
（単位：億円）

（年度）

2.4倍

過去の

施設関連経費

8.2億円/年

≪今後の維持・更新コスト（長寿命化型）≫

改築型
からの
コスト
削減効
果

≪今後の維持・更新コスト

財政制約
8.2億円/年

財政制約
8.2億円/年

40年平均
24.1億円/年

40年平均
18.8億円/年

40年平均
14.5億円/年

財政制約
8.2億円/年

改築型
からの
コスト削減
効果

さらなる平準化・
効率化による
コスト削減効果

（さらなる平準化・効率化によるコスト削減効果）≫

平均値・財政
制約などの比
較の線は適宜
作成すること
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４４ 直近の整備計画の策定直近の整備計画の策定
ステップ

各教育委員会で直近5年から10年の整備方針を立て、計画の内容を具体化する。財源確保のため

に国庫補助金などの活用についてもあわせて考慮し、整備計画を策定することが望ましい。

施設整備事業の参考

・ 整備計画表に学校名・事業費を記入することで直近５年の整備計画を集計・グラフ化する。

・ 各教育委員会において個別施設の整備の方針及び工事の優先順位を検討し、予算状況を踏

まえて「直近５年の個別施設の整備計画」に、各事業を実施する学校名及び国庫補助額を

含む総事業費を年度ごとに記入し、出力データ⑤を作成する。

・ 整備計画については、財政部局、営繕部局などを含めた全庁的な体制で決定することが望

ましい。

・ 必要に応じて適宜見直すことが望ましい。

ステップ３ 今後の維持・更新コストの把握では、長期かつ全体的な整備方針や建物タイプ別の

方向性を検討し、中長期の計画の策定とエクセルツールを用いた中長期の維持・更新コスト算定を

行った。

次のステップ4 直近の整備計画の策定では、ステップ３ 今後の維持・更新コストで検討した

中長期の計画を基に、より詳細な改修・改築の計画や国庫補助金の活用などの財源確保の検討を行

い、次年度以降に実施する具体的な整備計画を立てる。

対象事業名 事業内容

改築・
長寿命化
改修等

新増築事業
統廃合や分離新設校新築、増築事業等が該当す
る。

改築事業 危険改築、不適格改築等が該当する。

長寿命化改修 長寿命化改良事業（長寿命化事業）が該当する。

予防改修 長寿命化改良事業（予防改修事業）が該当する。

その他の
事業

耐震化事業
防災機能強化事業（非構造部材の耐震化のみ）、
耐震補強、大規模改造（補強）等が該当する。

建物内部の環境改善 大規模改造（質的整備）が該当する。

防災関連事業
防災機能強化事業（非構造部材の耐震化を除
く）が該当する。

教室不足解消事業
教育環境の向上事業

大規模改造（教育内容）が該当する。

トイレ整備 大規模改造（トイレ）が該当する。

空調設備 大規模改造（空調）が該当する。

バリアフリー化等施設整備
大規模改造（バリアフリー化等施設整備）が該
当する。

特別支援学校の整備 特別支援学校の新築、改築、改修等が該当する。

その他
プール、グラウンド等、上記の施設整備費に含
まれない整備費が該当する。

部位改修
建物情報一覧のＣ及びＤ評価等、部分的に優先
度の高い事業が該当する。
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学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費

第7小学校校舎01 1,217.4 第7小学校校舎01 1,217.4 第7中学校校舎01 1,217.4 第7中学校校舎01 1,217.4 第7中学校校舎01 1,217.4
第7小学校校舎02 1,424.6 第7小学校校舎02 1,424.6 第7中学校校舎02 1,424.6 第7中学校校舎02 1,424.6 第7中学校校舎02 1,424.6
第7小学校体育館 976.1 第7小学校体育館 976.1 第7中学校体育館 976.1 第7中学校体育館 976.1 第7中学校体育館 976.1

第4小学校校舎01 285.1 第4小学校校舎01 285.1 第2中学校　校舎01 458.1 第2中学校　校舎01 458.1 第1小学校　校舎01 348.0
第4小学校校舎02 285.1 第4小学校校舎02 285.1 第8中学校武道場 24.5 第1小学校　校舎02 546.0
第4小学校体育館 285.1 第4小学校体育館 285.1

第1小体育館屋根 140.0 第6中校舎　屋上 140.0 第6中校舎　屋上 140.0 第6中校舎　屋上 140.0 第6中校舎　屋上 140.0
第2小校舎　外壁 250.0 第6中校舎　外壁 250.0 第6中校舎　外壁 250.0 第6中校舎　外壁 250.0 第6中校舎　外壁 250.0

第2小学校体育館 100.0 第2小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0 第5小学校体育館 100.0
第3小学校体育館 100.0 第4小学校体育館 100.0 第4小学校体育館 100.0 第5小学校体育館 100.0

第2小学校体育館 100.0 第2小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0 第5小学校体育館 100.0
第3小学校体育館 100.0 第4小学校体育館 100.0 第4小学校体育館 100.0 第5小学校体育館 100.0

第4小学校校舎01 51.0 第2小学校校舎01 51.0 第3中学校校舎01 51.0 第3小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0
第4小学校校舎02 28.0 第2小学校校舎02 28.0 第3中学校校舎02 28.0 第3小学校体育館 100.0 第3小学校体育館 100.0

第4小学校体育館 2.0 第2小学校体育館 3.0 第3中学校体育館 4.0

プール整備費 50.0 プール整備費 50.0 プール整備費 50.0 プール整備費 50.0 プール整備費 50.0
グラウンド整備費 60.0 グラウンド整備費 60.0 グラウンド整備費 60.0 グラウンド整備費 60.0 グラウンド整備費 60.0

修繕費 288.0 修繕費 288.0 修繕費 288.0 修繕費 288.0 修繕費 288.0

**** 288.0 **** 288.0 **** 288.0 **** 288.0 **** 288.0

*** 288.0 *** 288.0 *** 288.0 *** 288.0 *** 288.0

空調整備

そ
の
他
の
施
設
整
備
費

その他

6,276.1

維持管理費

光熱水費・委託費

合計金額 6,318.4 6,319.4 5,947.7 6,040.2

令和10年

20272024 2025 2026 2028

令和6年 令和7年 令和8年 令和9年

部
位
改
修

改
築
・
長
寿
命
化
改
修
等

経常修繕費

劣化対応

長寿命化改良事業

教室不足解消事業
教育環境の向上事業

新増築事業

改築事業

予防改修事業

耐震化事業
非構造部材の耐震化
含む

防災関連事業

バリアフリー化等施設
整備

トイレ整備

特別支援学校の整備

事業名称

試算
上の
区分

○小学校 中央棟 RC造 1,632 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C B A 60 長寿命化改修 長寿命化改修

2021 284.5 180.0

○小学校 北棟 RC造 1,234 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C C A 58 屋根防水 外壁

2021 68.8 85.5

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

10年後

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

調
査
年
度

外
部
開
口
部

内
部
仕
上

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

冷
暖
房
換
気
設
備

健全
度

（100
点

満点）

施設名
建物
名

建築年度

西暦 和暦
構造

延床
面積
（㎡）

築
年
数

屋
根
・
屋
上

外
壁

記入表≪直近５年の個別施設の整備計画≫

記入表≪⑦試算2 個別の設定≫

ここまでの作業で自動的に

算定される工事種別

③ 工事費内訳を参照し、

直近５年の個別施設

の整備計画を記入

する

個別に算定する

工事種別

トイレ整備

自動算定結果を元に、

個別の整備内容とコストを

記入する

（ｐ.79～83参照）

① 個別の整備内容とコ

ストを記入すると「建

物情報一覧」、長期

の計画グラフが更新

される

② 「建物情報一覧」の

上部にある「工事費

内訳の更新」ボタン

の押下により、工事

費内訳を出力する。

（ｐ. 85参照）

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

RC 781 1959 S34 64 長寿命

RC 1,851 1959 S34 64 長寿命

長寿命化改良 長寿命化改良

空調整備

部
位
改
修

そ
の
他
施
設
整
備
費

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2024 2025 2026 2027 2028

：新増築・改築 ：長寿命化改良 ：予防改修 ：部位改修

：経常修繕費 ：光熱水費・委託費等

：その他施設整備費

：維持管理費

記入により、グラフが

自動作成される。

ラベルなどは適宜追加

する出力データ⑤

プール、グラウンド等、

その他記載すべき施設

整備費等があれば記載

する。
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≪直近の整備計画の検討手順≫

① 直近で対応が必要な施設、部位を抽出し、コストを算定する

・ 施設の状況を示す「建物情報一覧」を用いて、対応を急ぐ建物・部位（躯体の問題、

劣化、未改修の建物など）を抽出する。

・ 直近5年から10年の整備方針を検討し、最大・最小のコストを算定する。

② 財政制約ラインの設定と工事の配分検討

・ 総合管理計画や、各地方公共団体の歳入・歳出状況、財政見込みなどを参考に、財政

制約ラインを設定する。その際、過去5年から10年の施設関連経費の推移を参考にで

きる。

・ 改築、長寿命化改修、予防改修、部位改修等の区分とコスト配分の方針を立てる。

例）当面は予防改修、部位改修でコストを抑えながら機能回復を計画し、合意形

成に時間がかかる改築や長寿命化改修はその後に計画する。

③ 優先順位を付ける

・ 期間内に全ての対応を行うことはできないため、劣化状況、整備レベルから、改築

改修の優先順位を検討する。その際、適正規模、適正配置や複合化・共用化の方向

性などの方針も踏まえて対象を決定することが重要である。

・ 当面の間、長寿命化改修や改築を行わない建物は、劣化状況を確認し、必要であれ

ば直近に修繕や部位改修を計画する。

④ 計画案の作成

・ 財政制約ラインの範囲内で、優先順位に従ってコストを平準化しながら、年度ごと

の計画案を検討する。

・ 整備計画で策定する改築、長寿命化改修、予防改修、部位改修以外にも、その他の

施設整備費としてプールやグラウンドの整備費や経常修繕費、学校からの要望など

にも対応が必要なため、それらも組み入れた計画を検討する。

・ コストだけではなく、実務処理の観点から、工事件数にも配慮して計画する。

・ 工事着手までに予算要求、計画・設計などに時間がかかることを考慮し、実行可能

な計画とする。

・ 地域の偏り（ある地域の学校ばかりが改修される）、学校間の整備レベルの違いが

ないように配慮する。

⑤ 計画の策定

・ 所管課、財政課、理事者等との調整を行い、議会提出、パブリックコメントなど、

各教育委員会の実情に応じて合意形成を図り、計画を策定する。
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対象リスト

○小学校1

2

3

4

●中学校

□小学校

■中学校

工種

改築

長寿命化

長寿命化

改築

③ 優先順位を付ける

※適正規模・適正配置
の計画にも配慮が必要

0
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150
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450

最大 最小

直近5年から10年間のコスト

最大 最小

長寿命化

機能回復

予防改修 解体

改築

① 直近で対応が必要な施設、
部位を抽出し、コストを算定

② 財政制約ラインの設定と
工事の配分検討

長寿命化

機能向上

機能回復

改築

経常修繕費

長寿命化
機能向上

機能回復

改築

経常修繕費

財政制約ライン

1案 2案

制約ラインの範囲内で、どの工事に
どれほどコストをかけるかを検討

最大の対応と最小の対応を比較

改築中心 改築○億円 長寿命化○億円修繕中心

第1 直営 ○小学校 2館 RC造 1,632 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C B A 60 屋根防水 外壁

2021 216,88 120,000

第1 委託 ○小学校 1館 RC造 1,234 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C C A 58 長寿命化改修 長寿命化改修

2021 284,590 184,590

劣化状況評価建物基本情報
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第1 直営 ○小学校 2館 RC造 1,632 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C B A 60 屋根防水 外壁

2021 216,88 120,000

第1 委託 ○小学校 1館 RC造 1,234 1962 S37 58 長寿命 2021 D A A C C C A 58 長寿命化改修 長寿命化改修

2021 284,590 184,590
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0
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2
0
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2
0
2
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2
0
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8

20年後 30年後10年後

記入表≪⑦試算2 個別の設定≫
出力データ③
「建物情報一覧」

工事名と金額

を記入する
編集

財政等の制約に応じ、最も優先順位の低い工事を翌年以降に先送りす

るなどにより、実施可能な計画を策定する。ただし、長期に渡って工事を

遅らせ続けることはできない。その際は予算規模の見直しなどの対応が

必要となる。

総額○億

円

⑤ 庁内関係部署、住民、議会等との合意形成を図り、計画を策定

複数案検討し、最適解を選択

全
体
の
コ
ス
ト
配
分

長寿命化改修

その他施設整備費

予防改修

維持管理費

部位改修

経常修繕費

改築

光熱水費等 0

10

18億円

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

④ 直近の整備計画 例
（最初は機能回復を実施し、設計や合意形成に時間がかかる長寿命化改修は後半に実施）

トイレドライ化
LED化、

「建物情
報一覧」で
自動計上
する範囲

プール改修
グラウンド 等

別途詳細データを基に
検討する必要がある

出力データ⑤

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2024 2025 2026 2027 2028

：新増築・改築 ：長寿命化改良 ：予防改修 ：部位改修

：経常修繕費 ：その他の施設整備費 ：光熱水費・委託費等

：その他事業

：維持管理費

修繕費他

□小
長寿命化
8億円

部位改修

△小
長寿命化

7億円

予防改修

トイレ
空調

18億円 18億円 17億円 17.5億円 27億円

部位改修

予防改修

トイレ
空調

修繕費他

■小
長寿命化
8.5億円

■中
長寿命化

7億円

△中
長寿命化

7億円

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

トイレ
空調

トイレ
空調

修繕費他 修繕費他 修繕費他

部 部 部 部 部

部 部 部 部 部

全体の条件

設定に基づき、

自動で計算

自治体における
調整・検討

直近５年の個別施設の整備計画を記入し（p.45）

グラフを作成

47



1 1-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 改築1 校舎 60 - 20 有 壁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 765,000

2 2-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
改築1 校舎 60 - 20 有 0 屋上0 0 0 0 0 0 建 建 850,000

3 3-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 体育館 80 40 20 有 長 長 0 0 0 0 0 225,000

4 4-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、
2-1、

2500
0012

学校教
育施設

中学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● 長寿命化1 校舎 80 40 20 有 0 0 0 0 0 中 180,000

6 6-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

中学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 長 長 0 225,000

7 7-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 550,000

8 8-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 250,000

9 9-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 中 0 0 0 0 0 250,000

11 11-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、
2-1

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 校舎 80 40 20 有 長 長 0 0 0 550,000

12 12-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 396,000

13 13-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 550,000
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構造躯体の健全性建物基本情報

躯
体
の
状
態

2
0
0
9

40年間の
コスト

（千円）

今後の修繕・改修・改築計画

シ
ナリ
オ
の
変
更

算定条件

ステップ１～４の作業によって施設情報の一元化・見える化ができる。

詳細な実態把握データに基づき、今後の対応策・コスト算定ができるので、長寿命化計画の見

直し、及び実行段階で活用できる。

また、毎年度のデータ更新、12条点検と合わせた劣化調査、個別の建替え・改修の予算化、毎

年度の修繕等の予算執行などでも活用できる。

≪まとめ≫

建物情報一覧 （概要情報）

劣化調査結果 （詳細情報）

建物基本情報 躯体の健全性 劣化状況

劣化
状況
調査

12条
点検

日常
点検

空調

トイレ

躯体の
健全性

光熱水
使用量

等

プール

継
続
的
な
デ
ー
タ
更
新
が
可
能

調査・
点検結果

追加
データ

劣化状況カルテ
（部位ごとの状態・所見等）

詳細情報

仕様 劣化状況・範囲
特記事項

所見

改修履歴
経過年数経年

1 屋根屋上 □ アスファルト保護防水 39 C ■

□ アスファルト露出防水 ■

■ シート防水 39 C □

□ 塗膜防水 ■

□ 勾配屋根（長尺、折板） □

□ 屋根（ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ、ｽﾚｰﾄ、瓦類） ■

□ その他屋根 （ ） □

2 外壁 ■ 複層塗り □ モルタル下地 39 C ■

□ 薄塗り（リシン等） □ モルタル下地 ■

□ 打放し ■

□ タイル、石張り □

□ 金属系パネル ■

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） ■

□ その他外壁 （ ） ■

□ （ ） □

部位
仕様

（該当する項目を「□」とする。複数選択可。
（　）内及び空欄行には具体的な仕様名を記入）

改修履歴 経年
評価

劣化状況
（複数回答可）

特記事項
年度 範囲

総合
評価

天井等に雨漏り痕がある 数か所

未改修 降雨時に雨漏りがある 防止シートの膨
れ、破れが広範囲
に確認できる。
降雨時に雨漏りが
ある。 C防水層に膨れ・破れ等がある

未改修 保護層のひび割れ、目地の暴れ・欠損がある 広範囲

屋根葺材に錆・腐朽・欠損がある

既存点検等で指摘がある

笠木･手すり等に錆、変形、浮き、亀裂等がある 広範囲

未改修 剥落、浮き、爆裂、大きな亀裂がある 広範囲 外壁の爆裂、大き
なひび割れ、錆汁
が複数確認でき
る。
塗材が全体的に劣
化おり、内部への
漏水が確認でき
る。

C
内部に外壁からの漏水がある 広範囲

ひび割れ、錆汁がある 広範囲

塗装の退色、膨れ、剥がれがある 広範囲

タイルや石に剥がれ、浮き、亀裂がある

目地、建具周りのシーリングが劣化している 広範囲

バルコニー等 既存点検等で指摘がある

手すり等に錆、変形、浮き、亀裂等がある 広範囲

部位

屋根・
屋上

劣化状況等の詳細情報を蓄積
具体的な改修内容検討に活用

屋上のシート防水を更新、
雨漏り箇所の天井ボード取換え

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗｯﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □ ｺﾝｸﾘｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟﾛｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造ｸﾗｯｸによ
るｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造ｸﾗｯｸが
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

継続的な
劣化状況把握

1回目
2回目

劣化データの更新で、改修の優先
順位の見直し

優先順位
の見直し

１年目
公民館1

2
3
4

●会館

保育園

市民館

一覧を劣化順
等に並び替え

て見直し

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に
  劣化：築30年以上：築50年以上 ：低圧縮強度

Ｃ ：広範囲に
  劣化

Ｄ ：早急対応
が必要

１１ ２２ ３３

老朽化老朽化 劣化状況劣化状況長寿命化可否長寿命化可否用途用途 管理状況管理状況

・躯体に問題
は無いか

・単価

・サイクル

・日常的な

維持管理

・直近で
改修が必要か

・残使用

年数

判断軸の追加によって対応策に必要な指標の分析

学校
施設
台帳

95,143 ㎡2023年3月31日時点 延床面積計　48棟

内 

部 

仕 

上

電 

気 

設 

備

機 

械 

設 

備

48



1 1-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 改築1 校舎 60 - 20 有 壁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 765,000

2 2-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
改築1 校舎 60 - 20 有 0 屋上0 0 0 0 0 0 建 建 850,000

3 3-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 体育館 80 40 20 有 長 長 0 0 0 0 0 225,000

4 4-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、
2-1、

2500
0012

学校教
育施設

中学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● 長寿命化1 校舎 80 40 20 有 0 0 0 0 0 中 180,000

6 6-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

中学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 長 長 0 225,000

7 7-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 550,000

8 8-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 250,000

9 9-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 中 0 0 0 0 0 250,000

11 11-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、
2-1

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 校舎 80 40 20 有 長 長 0 0 0 550,000

12 12-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 396,000

13 13-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 550,000
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40年間の
コスト

（千円）

今後の修繕・改修・改築計画

シ
ナリ
オ
の
変
更

算定条件 修繕・改修・建替え等の内容７７

壁

屋

予

予

1 1-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 改築1 校舎 60 - 20 有 壁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 765,000

2 2-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
改築1 校舎 60 - 20 有 0 屋上0 0 0 0 0 0 建 建 850,000

3 3-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 体育館 80 40 20 有 長 長 0 0 0 0 0 225,000

4 4-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、
2-1、

2500
0012

学校教
育施設

中学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● 長寿命化1 校舎 80 40 20 有 0 0 0 0 0 中 180,000

6 6-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

中学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 長 長 0 225,000

7 7-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 550,000

8 8-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 250,000

9 9-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 中 0 0 0 0 0 250,000

11 11-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、
2-1

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 校舎 80 40 20 有 長 長 0 0 0 550,000

12 12-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 396,000

13 13-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 550,000
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40年間の
コスト

（千円）

今後の修繕・改修・改築計画

シ
ナリ
オ
の
変
更

算定条件

1 1-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,088 1965 S40 58 旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 改築1 校舎 60 - 20 有 壁 0 0 0 0 0 0 0 0 0 765,000

2 2-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 校舎02 2
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 3 - 1,851 1971 S46 52 旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
改築1 校舎 60 - 20 有 0 屋上0 0 0 0 0 0 建 建 850,000

3 3-2 1850 北部 直営 Ａ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

S 1 - 1,024 1976 S51 47 旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 体育館 80 40 20 有 長 長 0 0 0 0 0 225,000

4 4-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 校舎01
1-1、
2-1、

2500
0012

学校教
育施設

中学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 2,312 1981 S56 42 旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● 長寿命化1 校舎 80 40 20 有 0 0 0 0 0 中 180,000

6 6-2 4520 北部 直営 Ｂ中学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

中学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 1,188 1991 H3 32 新 - - - - - 長寿命 2022 B B D D B A A 64 Ⅱ Ⅲ - Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅴ 50 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 長 長 0 225,000

7 7-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎01
1-1、
2

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,632 1996 H8 27 新 - - - - - 長寿命 2022 A B B B B A A 86 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 53 ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 水 ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 550,000

8 8-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 校舎02 2-1
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 1 - 1,234 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 B B A A B A A 89 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 長長 250,000

9 9-2 1851 南部 直営 Ｃ小学校 体育館 3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,069 2006 H18 17 新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 中 0 0 0 0 0 250,000

11 11-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎01
1-1、
2-1

2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 4 - 1,499 1978 S53 45 旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●
大規模改修

未実施
長寿命化1 校舎 80 40 20 有 長 長 0 0 0 550,000

12 12-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 校舎02 3-2,3
2500
0012

学校教
育施設

小学校 校舎
教育
施設
課

RC 2 - 1,145 1994 H6 29 新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 校舎 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 396,000

13 13-2 1852 南部 直営 Ｄ小学校 体育館 4
2500
0012

学校教
育施設

小学校 体育館
教育
施設
課

RC 2 - 2,662 2001 H13 22 新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 長寿命化1 体育館 80 40 20 0 0 0 0 0 0 長長 550,000
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構造躯体の健全性建物基本情報

躯
体
の
状
態
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9

40年間の
コスト

（千円）

今後の修繕・改修・改築計画

シ
ナリ
オ
の
変
更

算定条件

学校施設の長寿命化計画は、策定後も最新の教育動向や地域の実態に応じて、効率的・効果的

な施設整備となるよう計画を随時更新していく必要がある。さらに、物価上昇や社会的なニーズ

の変化などが計画の実行に影響を及ぼすことも考えられるため、工事実施後のコストや効果検証、

調達方式の見直しなど、実情とのかい離が生じないように、見直しを行っていく必要がある。

施設情報は、建物情報一覧において、学校だけでなく、公民館や図書館等他の公共施設の情報

を含めて一元化し、地区単位や学校区単位で情報を関連づけて見える化するなど、それらを活用

できる仕組みを構築することで部局を超えた横断的な改善検討が可能となる。

単
価
等
の
精
度
向
上

整備レベル 改修履歴

実態← →計画現在現在

直近の改修内容の決定

対応策の選択 直近のコスト総額
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現在
40年間の総額
○○○億円
○億円/年

直近の
実績額

長期のコスト見通し
条件を
変えて

複数案の
シミュレー
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年○億

年○億

-20％

直近の対応内容の検討

Ⅰ：未対応 Ⅳ：部分的に

未対応

Ⅴ：全て対応

Ⅱ：部分的に対応
Ⅲ：半分まで対応

：新・改・増築

長 ：大規模改修

予 ：予防改修

：部位改修

５５

対応策の選択対応策の選択 対応内容・コスト算定対応内容・コスト算定機能向上の必要性機能向上の必要性 積み残しの有無積み残しの有無

・未対応や部分対応
が残っているか

・改修の有無
・何年経過しているか

長寿命化の効果
横断的検討の効果

工
事
実
施
後
の
検
証

問題のある
建物

40年間の総額 492億円 年平均  12.3億円/年

４４

0

10

18億円

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2024 2025 2026 2027 2028

：新増築・改築 ：長寿命化改良 ：予防改修 ：部位改修

：経常修繕費 ：その他の施設整備費 ：光熱水費・委託費等

：その他事業

：維持管理費

修繕費他

□小
長寿命化
8億円

部位改修

△小
長寿命化

7億円

予防改修

トイレ
空調

18億円 18億円 17億円 17.5億円 27億円

部位改修

予防改修

トイレ
空調

修繕費他

■小
長寿命化
8.5億円

■中
長寿命化

7億円

△中
長寿命化

7億円

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

部位改修

予防改修

トイレ
空調

トイレ
空調

修繕費他 修繕費他 修繕費他

耐：耐震改修

：部位改修 ：築40年以上
：築39年以下

大：大規模改修

算定条件 修繕・改修・建替え等の内容６６ ７７
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■■
児童館

直
営

3 RC 456 1973 49 旧 - 15.3 - A B B C C C B 57 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ - - Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅰ 42,588 800,438

△△
福祉館

委
託

4
S
R
C

617 2008 14 新 - - - A A A C C C B 64 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ - Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 25,460 848,621

高齢者福
祉会館

直
営

2 RC 505 2001 21 新 - - - C C B C C C B 47 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅱ - - Ⅱ Ⅱ Ⅱ

老人いこ
いの家

直
営

2 RC 429 1988 34 新 - - - C C C C B C B 47 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅱ - - Ⅱ Ⅱ Ⅱ 0
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○○
4 RC 2,087 1971 51 旧 済 15.6 6,882 A A A A B B B 94 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 25,460 294,187

中学校 4 RC 1,113 1972 50 旧 済 18.8 5,482 C C B B B C B 65 Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

六郷中
学校

3 RC 550 2005 17 新 済 20.6 5,824 A B B B B B B 77 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 158 861,054

4 RC 1,113 1972 50 旧 済 13.0 4,280 C C B C B C B 52 Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

用
途

管
理
委
託
状
況

階
数

構
造

施設
名称

延床
面積
（㎡）

建
築
年
度

築
年
数

耐震
圧縮
強度

圧
縮
強
度

外
部
開
口
部

内
部
仕
上
げ

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

冷
暖
房
換
気
設
備

健
全
度

耐力
度

屋
根
・
屋
上

外
壁

耐
力
度

（
1
万
点
満
点

）

バリアフ
リー

バ
リ
ア
フ
リ
ー

化

環境・機能 安全対策

防
犯
機
能

非
構
造
部
材

防
災
機
能

10年間

基
準

補
強

昇
降
機

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

I
C
T
化

ト
イ
レ
環
境

学
習
環
境
等
の
整
備

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

20年間 今後
40年
間の
コスト

単位：
千円

学
校
教
育
施
設

直
営

旧 済 済 1998 24.8 4930 長寿命 2022 B D B A D D A 54 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅴ Ⅴ Ⅲ Ⅴ 60 ◎ ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

旧 済 済 1998 12.5 4168
中性化
が進行

要調査 2022 D D D D D D D 10 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 36 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

旧 済 済 - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ - Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ●

旧 済 済 1999 20.8 - 長寿命 2022 A A A A A A A 100 Ⅳ Ⅳ Ⅴ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 93 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ●

改修履歴

20年前

劣化状況評価 整備レベル

耐震安全性 長寿命化判定 学
習
環
境
等
の
整
備

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

試
算
上
の

区
分

非
構
造
部
材
の
耐
震
化

ト
イ
レ
環
境

防
災

防
犯

達成度
（100点
満点）

調
査
年
度

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
開
口
部

内
部
仕
上

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

冷
暖
房
換
気
設
備

健全度
（100点
満点）

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

バ
リ
ア
フ
リ
ー

I
C
T

基
準

診
断

補
強

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/
㎟

）

耐
力
度

10年前

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
2
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
2
2

構造躯体の健全性

躯
体
の
状
態

2
0
0
9

新 - - - - - 長寿命 2022 B B B B B B B 75 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 △ △ 建 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

旧 済 済 1991 - - 長寿命 2022 C C C C C C C 40 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅴ Ⅳ Ⅳ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

新 - - - - - 長寿命 2022 B A B C C C A 67 Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅴ 54 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

新 - - - - - 長寿命 2022 A C B C C C A 62 Ⅲ Ⅳ - Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 部 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

５５ 学校と他の公共施設との複合化、共用化等の検討学校と他の公共施設との複合化、共用化等の検討

ステップ

学校と他の公共施設の情報の一元化により、「建物情報一覧」を地域や学区で抽出して各建物の

問題点を把握できる。今後の修繕・改修・改築計画にあわせた複合化、共用化等を検討することで、

さらなる効率化等が可能になる。

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042

生徒数 456 452 439 410 392 369 343 321 297 290 276 263 252 244 242 231 222 216 214 211 197 187 186 184 187 181 175 150 144 130 137

学級数 16 15 14 15 15 13 13 12 12 12 11 11 10 9 10 9 8 9 8 7 6 6 6 6 6 6 6 5 4 5 5

1ｸﾗｽ当り人数 28 30 31 27 26 28 26 26 24 23 24 23 25 27 24 25 27 24 26 29 30 29 28 28 29 28 27 30 35 27 28

○○
中学校

Ａ
地
域

児童生徒数の推移

用途や所管の異なる施設のデータを一元化

他の公共施設
と複合化

他の公共施設
と複合化

適正規模化適正規模化

適正配置適正配置

<児童生徒数の将来推計

面積変更や改修時期・内容の変更でコストが変わる

学校と一般公共施設では築年や改修サイクルが異なり、
複合化等を検討するためには統一していく必要がある

学校と他の公共施設
の整備方針の統一

検討例

①学校と他の公共施設の情報の一元化を行うため、他の公共施設について劣化状況や整備レベ

ル、改修状況などを比較できるように、項目や指標を統一する。

②「建物情報一覧」の並べ替えや抽出により、複合化や共用化の可能性がある建物の組み合わ

せを検討する。以下に並べ替えや抽出の観点の一例を挙げる。

・地域、学区などのエリア

・老朽化状況

・劣化状況や整備レベル（直近に対応が望ましい建物） 等

効果

・学校の更新のタイミングなどにあわせた複合化や共用化が検討できる。

   ・保有規模の見直しによるコスト低減を検討できる。

・情報の一元化により、工事発注の一本化等、調達方式の改善が検討できる。

建物基本情報 躯体の健全性 整備レベル劣化状況建物基本情報

施
設
名

用途
区分

構
造

階
数

延
床
面
積
（㎡
）

建築
年度

築
年
数施

設

大
分
類

地
上

西
暦

○
○
中
学
校

学
校
教
育
施
設

RC 4 2,087 1971 52 

RC 4 1,113 1972 51 

RC 3 550 2005 18 

RC 4 1,113 1972 51 

■■
児童館

一
般
公
共
施
設

RC 3 456 1973 50 

△△
福祉館

SR
C

4 617 2009 14 

高齢者福
祉会館

RC 2 505 2001 22 

老人いこ
いの家

RC 2 429 1988 35 

委
託

内 

部 

仕 

上

電 

気 

設 

備

機 

械 

設 

備

実態← →計画現在現在
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■■
児童館

直
営

3 RC 456 1973 49 旧 - 15.3 - A B B C C C B 57 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ - - Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅰ 42,588 800,438

△△
福祉館

委
託

4
S
R
C

617 2008 14 新 - - - A A A C C C B 64 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ - Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 25,460 848,621

高齢者福
祉会館

直
営

2 RC 505 2001 21 新 - - - C C B C C C B 47 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅱ - - Ⅱ Ⅱ Ⅱ

老人いこ
いの家

直
営

2 RC 429 1988 34 新 - - - C C C C B C B 47 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅰ Ⅱ - - Ⅱ Ⅱ Ⅱ 0

一
般
公
共
施
設

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

○○
4 RC 2,087 1971 51 旧 済 15.6 6,882 A A A A B B B 94 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 25,460 294,187

中学校 4 RC 1,113 1972 50 旧 済 18.8 5,482 C C B B B C B 65 Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

六郷中
学校

3 RC 550 2005 17 新 済 20.6 5,824 A B B B B B B 77 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 158 861,054

4 RC 1,113 1972 50 旧 済 13.0 4,280 C C B C B C B 52 Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 2,314 48,399 645,319 919,579 645,319 6,502,201

用
途

管
理
委
託
状
況

階
数

構
造

施設
名称

延床
面積
（㎡）

建
築
年
度

築
年
数

耐震
圧縮
強度

圧
縮
強
度

外
部
開
口
部

内
部
仕
上
げ

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

冷
暖
房
換
気
設
備

健
全
度

耐力
度

屋
根
・
屋
上

外
壁

耐
力
度

（
1
万
点
満
点

）

バリアフ
リー

バ
リ
ア
フ
リ
ー

化

環境・機能 安全対策

防
犯
機
能

非
構
造
部
材

防
災
機
能

10年間

基
準

補
強

昇
降
機

省
エ
ネ
・
脱
炭
素

I
C
T
化

ト
イ
レ
環
境

学
習
環
境
等
の
整
備

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

20年間 今後
40年
間の
コスト

単位：
千円

学
校
教
育
施
設

直
営

整備レベル 修繕・改修・建替え等の内容

長寿命化

建替え

改修しない

複合化

○○小学校

学校総面積 -13％

一般公共施設面積 -39％

他の公共施設
と複合化

他の公共施設
と複合化

適正規模化適正規模化

適正配置適正配置

面積変更や改修時期・内容の変更でコストが変わる

コスト -15％

コスト -30％

適正規模

適正配置

方針

学校の更新のタイミング
にあわせてコストを
最適化。

留意点

・学校と一般公共施設では築年や改修サイクルが異なるため、項目や指標を統一して検討する。

・「建物情報一覧」を地域や学区で抽出して各建物の問題点を把握し、今後の修繕・改修・

改築計画にあわせた複合化、共用化を検討する。

・建物の状況だけではなく、管理運営面もあわせ、横断的な検討を行うことで、保有面積の見

直しにとどまらない、さらなる効率化を図ることが重要である。

・学校教育施設と一般公共施設では施設の利用時間や利用者が異なるため、建築基準法や消防

法への適合、バリアフリー化など、複合化にあたり改修内容が変わる場合がある。

・セキュリティ面や敷地の広さ、動線の問題から複合化が困難となる場合もあるため、具体的

な検討にあたっては条件整理が必要となる。

・適正規模、適正配置や複合化・共用化については合意形成や複合化のタイミングの問題も含

め実施まで時間が必要であることにも留意し、児童生徒数の将来推計等を踏まえて中長期的

に対応を検討しコスト比較を行うなど、個別施設計画の充実・見直しを図りつつ、計画的・

効率的な施設整備を行うことが重要である。

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042

生徒数 456 452 439 410 392 369 343 321 297 290 276 263 252 244 242 231 222 216 214 211 197 187 186 184 187 181 175 150 144 130 137

学級数 16 15 14 15 15 13 13 12 12 12 11 11 10 9 10 9 8 9 8 7 6 6 6 6 6 6 6 5 4 5 5

1ｸﾗｽ当り人数 28 30 31 27 26 28 26 26 24 23 24 23 25 27 24 25 27 24 26 29 30 29 28 28 29 28 27 30 35 27 28

○○
中学校

将来小規模校化の可能性有<児童生徒数の将来推計>
：11学級以下 ：6学級以下

実態← →計画現在現在

10年後 20年後
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